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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第182期中 第183期中 第184期中 第182期 第183期 

会計期間 
自平成15年4月 1日

至平成15年9月30日

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

自平成15年4月 1日 

至平成16年3月31日 

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

(1）連結経営指標等       

売上高 (百万円) 356,613 376,534 403,236 739,867 775,894 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △11,443 10,844 22,566 △15,774 16,174 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 
(百万円) △75,212 14,999 2,630 △140,128 15,805 

純資産額 (百万円) 238,115 163,538 194,248 166,939 175,845 

総資産額 (百万円) 1,156,541 1,043,570 1,008,598 1,110,666 991,358 

１株当たり純資産額 （円） 363.25 249.48 275.32 254.67 268.24 

１株当たり中間(当期)純利益金額 

又は中間(当期)純損失金額(△) 
（円） △114.74 22.88 3.90 △213.77 24.11 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
（円） － 22.88 3.90 － 22.59 

自己資本比率 （％） 20.6 15.7 19.3 15.0 17.7 

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 8,743 2,802 5,816 11,679 32,600 

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △14,250 16,406 △7,129 △6,674 40,360 

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 9,171 △30,468 △6,022 △17,141 △84,578 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(百万円) 83,316 52,077 45,916 63,122 50,587 

従業員数 （人） 25,087 26,042 26,960 25,880 25,904 

(2）提出会社の経営指標等       

売上高 (百万円) 209,563 165,423 172,961 381,282 341,077 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △594 1,393 7,078 △2,594 872 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 
(百万円) △4,764 13,881 △4,065 △136,229 10,810 

資本金 (百万円) 59,233 59,233 69,240 59,233 69,233 

発行済株式総数 （株） 655,640,602 655,640,602 705,618,179 655,640,602 659,640,602 

純資産額 (百万円) 249,443 120,338 137,156 126,936 129,863 

総資産額 (百万円) 876,158 613,977 571,914 662,731 559,652 

１株当たり純資産額 （円） 380.49 183.56 194.40 193.62 198.10 

１株当たり中間(当期)純利益金額 

又は中間(当期)純損失金額(△) 
（円） △7.27 21.18 △6.03 △207.80 16.49 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
（円） － 21.17 － － 15.45 

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額を記載していない会計年度および中間会計期間は、中間

(当期)純損失であったため記載していない。 

２【事業の内容】 

  当企業集団は、情報通信、エネルギー・産業機材、金属、軽金属及び電装・エレクトロニクスの各事業において培われ

た技術を発展、応用した製品の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流、研究及びその他のサービス等の事

業活動を展開している。 

  当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりである。

  また、上記の他、販売会社である㈱新満電を新規に連結子会社に加えた。 

  

  なお、販売会社については、主に取り扱う製品の種類により、各セグメントに区分している。 

  以上の項目を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 

回次 第182期中 第183期中 第184期中 第182期 第183期 

会計期間 
自平成15年4月 1日

至平成15年9月30日

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

自平成15年4月 1日 

至平成16年3月31日 

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

１株当たり中間(年間)配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 28.5 19.6 24.0 19.2 23.2 

従業員数 （人） 7,535 5,551 4,460 5,777 4,922 

情報通信部門 特に変更はない。 

[主な関係会社]  古河ネットワークソリューション㈱を新規に連結子会社に加えた。 

エネルギー・産業機材部門 特に変更はない。 

[主な関係会社]  異動はない。 

金属部門 特に変更はない。 

[主な関係会社]  異動はない。 

軽金属部門  特に変更はない。 

[主な関係会社]  異動はない。 

電装・エレクトロニクス部門 特に変更はない。 

[主な関係会社]  四国電線㈱を新規に連結子会社に加えた。 

サービス等部門  特に変更はない。 

[主な関係会社]  異動はない。 



（事業系統図）  



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、次の会社に重要な異動があった。 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

       ２．「議決権の所有割合」欄の（ ）内は、間接所有割合（内数）を示している。 

  

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員は就業人員である。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容
議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）            

㈱新満電 
大阪府 

大阪市  
301 販売子会社 

 100.00 

（50.00）

当社製品の販売。なお、当社が不動産を賃貸。

役員の兼任等あり。 

四国電線㈱ 
香川県 

さぬき市  
160 

電装・エレクト

ロニクス 

  86.25 

（86.25）

当社より原材料の一部を供給、当社が同社製品

の一部を購入。 

役員の兼任等あり。 

古河ネットワーク 

ソリューション㈱ 

神奈川県 

平塚市 
150 情報通信  100.00 

当社が購買及び製造を受託、当社が同社製品を

販売。なお、当社が不動産を賃貸。 

役員の兼任等あり。 

  平成17年9月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

情報通信部門 4,468 

エネルギー・産業機材部門 2,878 

金属部門 2,677 

軽金属部門 3,213 

電装・エレクトロニクス部門 11,599 

サービス等部門 2,125 

合計 26,960 

  平成17年9月30日現在

従業員数（人） 4,460 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、ＩＴ（情報技術）産業の在庫調整が進んだことなどにより、景気は踊

り場から脱し、緩やかに上向いてきているものの、一方では原油価格の高騰や米国などの海外経済動向等リスク要因

も多く、先行きの不透明感も払拭できない状況にある。当社グループは2004年3月に、2004年度から2006年度までの

中期経営計画を核とする「古河サバイバルプラン」を策定し、構造改革諸施策に取り組んでおり、到達目標達成に向

けて着実に成果を上げつつある。  

 当中間連結会計期間の連結売上高は、前年同期比7.1％増の403,236百万円となった。軽金属部門を除く各セグメン

トがいずれも前年同期比で増収である。 

 損益面では、連結営業利益が15,244百万円と前年同期比で4,014百万円の増益となった。情報通信部門が前年同期

比7,861百万円の改善で1,069百万円の営業黒字を達成した他、エネルギー・産業機材部門も増収増益となっている。

連結経常利益は前年同期比で11,722百万円の増益となる22,566百万円となった。これは営業利益の改善の他に、円安

を背景に為替差益が8,280百万円と前年同期を7,435百万円上回ったことによる。特別損益の合計は、前年同期比で

31,393百万円の悪化となっている。前年同期は投資有価証券売却益の計上が大きかったことと、当中間連結会計期間

に固定資産の減損損失を13,031百万円計上したことが主な要因である。法人税等や少数株主損益を控除した結果、税

引き後の連結中間純利益は2,630百万円と前年同期比で12,369百万円の減益となった。  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 ①情報通信部門 

 当部門（当社単独ベース当中間期受注額 35,934百万円、前年同期比 18.9%増加）の連結売上高は前年同期比

21.2％増の66,643百万円、営業利益は前年同期比7,861百万円改善の1,069百万円となった。国内および北米での光ケ

ーブルの需要が立ち上がってきたこと、ＦＴＴＨ関連の光部品やルータの需要が旺盛だったことに加え、固定資産の

減損処理による償却費減少等のコスト削減もあり、営業黒字を達成した。 

 ②エネルギー・産業機材部門 

 当部門（当社単独ベース当中間期受注額 51,436百万円、前年同期比 5.3%増加）の連結売上高は前年同期比10.1％

増の94,775百万円、営業利益は前年同期比1,271百万円増の2,788百万円となった。連結売上高は、電力ケーブル事業

を持分法適用会社である㈱ビスキャスへ移管したことによる減少の影響があるものの、銅荒引線や電力部品、産業機

材関連製品の売上増加、銅地金価格の高騰により、増収となった。営業利益も半導体製造用テープ及び発泡製品など

の売上増により大幅増益となった。 

 ③金属部門 

 当部門（当社単独ベース当中間期受注額 36,896百万円、前年同期比 2.0%増加）の連結売上高は前年同期比8.3％

増の60,726百万円、営業利益は前年同期比1,533百万円減の2,235百万円となった。銅地金価格の高騰で増収となった

ものの、デジタル関連需要の本格的な回復が遅れていることやエアコン用銅管の需要減少により、減益となった。 

 ④軽金属部門 

 当部門の連結売上高は前年同期比2.6％減の107,708百万円、営業利益は前年同期比2,230百万円減の6,614百万円と

なった。減益の主な要因は、半導体、液晶製造装置用厚板の需要が減少した他、原油高騰によるコストアップ等であ

る。 

 ⑤電装・エレクトロニクス部門 

 当部門（当社単独ベース当中間期受注額 50,267百万円、前年同期比 0.7%増加）の連結売上高は前年同期比8.8％

増の87,990百万円、営業利益は前年同期比782百万円減の1,745百万円となった。ハードディスク用アルミブランク材

や電源トランス用３層絶縁電線が好調で増収となったものの、自動車部品事業で、ワイヤーハーネスがモデルチェン

ジの端境期で減少したことや次期製品の生産準備コスト増などにより、減益となった。 

 ⑥サービス等部門 

 当部門は、不動産、物流、情報などの各種サービス事業等である。当中間連結会計期間における連結売上高は前年

同期比3.3％増の16,328百万円、営業利益は前年同期比470百万円減の902百万円となった。  



 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 ①日本 

 連結売上高は前年同期比3.9％増の342,008百万円、連結営業利益は16,733百万円（前年同期比2,676百万円増加）

となった。 

 ②北米 

 連結売上高は前年同期比19.9％増の29,186百万円、連結営業損失は3,446百万円（前年同期比1,169百万円改善）と

なった。 

 ③その他 

 連結売上高は前年同期比26.4％増の53,652百万円、連結営業利益は2,091百万円（前年同期比137百万円増加）とな

った。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間においては、営業利益が15,244百万円と前年同期比で増大したものの、投資有価証券の売却に

よる収入が前年同期比で大幅に減少した他、前連結会計年度に引き続き借入金の返済を進めた結果、連結ベースの現

金及び現金同等物（以下「資金」）は6,031百万円減少し、新規連結会社に係る資金の期首残高を加え、資金の中間

期末残高は45,916百万円となった。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は5,816百万円となった。売上高の増加および販管費低減

によって営業利益が15,244百万円と増加したことなどにより、前年同期比で増大した。  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金収支は△7,129百万円となった。投資有価証券の売却による収入

が前年同期比で大幅に減少したことで資金の減少に転じた。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金収支は△6,022百万円となった。前連結会計年度に引き続き短期

および長期借入金の返済を進めたことなどによるものである。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は

必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注

規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて示している。 

３【対処すべき課題】 

 当社は、前々期に多額の損失を計上し無配となりました。対処すべき課題は、何よりもまず、復配を目指すことと

考えております。そのために、「古河サバイバルプラン」に基づいて、３年間の中期経営計画を核とした新技術・新

商品開発への注力、当社グループ内の再編・スリム化による収益体質の向上、更なる原価低減や固定費の削減等の諸

施策を今後も遂行するとともに、継続的な成長に向けた諸施策も展開してまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

  当社は、平成17年9月27日にドイツ・HTトロプラスト社との間で、同社の発泡事業部門であるトロセレン社

（Trocellen GmbH）を大塚化学株式会社と共同で買収する旨の売買契約書を締結した。 



５【研究開発活動】 

 当社グループは新商品、新技術開発による新規事業の創出と展開を図るべく、国内に当社の５研究所（横浜研究所、

メタル総合研究所、環境・エネルギー研究所、ファイテルフォトニクス研究所、自動車電装技術研究所）とグループ会

社の研究所、海外にOFS Lab. (米国)、FETI(ハンガリー)と強力な研究体制を有し積極的に研究開発を進めている。当

中間連結会計期間における研究開発費は8,734百万円であり主な成果は次のとおりである。 

（１）情報通信部門 

①アクセス分野の光部品として波長多重PLCアレイモジュールを開発し、CATVシステムメーカーへの納入を開始し

た。 

②FTTH市場向けに開発したアナログDFBレーザは、国内外の通信キャリアや機器メーカーへの出荷量が急増してい

る。 

③新興通信キャリアにおけるFTTHサービスのため、GE-PON（ギガビット・イーサネット－パッシブ光ネットワーク）

システムの開発を行ない、納入を開始した。 

④波長多重(DWDM)伝送システム用の広帯域波長可変光源の開発を行ない、市場への納入を開始した。 

⑤次期IPネットワーク向けのゲートウェイ装置の開発を完了し、国内通信キャリアに向けて本格納入を開始した。 

以上、当該事業に係る研究開発費は3,575百万円である。 

（２）エネルギー・産業機材部門 

①耐熱グレードの電子機器用エコ電線「エコエースプラス」を開発した。顧客評価も高く、複写機用、照明機器用等

で業界トップシェアを獲得している。 

②ナショナルプロジェクトとして、第二世代（イットリウム系）高温超電導電力ケーブルの開発を進めている。 

③廃プラスチックを活用したグリーントラフ（電線布設用合成樹脂製トラフ）は難燃タイプの開発を行い、納入を開

始した。 

④雨水貯留システムは機能性向上、低価格化を目的とするシートレスタイプを開発し、商品化を進めている。 

⑤マイクロ発泡シート（MCPET）が、液晶TVバックライト用反射板に採用され、売上を伸ばしている。 

⑥半導体用テープや放熱シート等の高機能材料の開発を進め、半導体分野、エレクトロニクス分野などで売上を伸ば

している。 

以上、当該事業に係る研究開発費は346百万円である。 

（３）金属部門 

①銅・クロム系当社オリジナル新合金が新端子材料として採用され、量産を開始した。 

②高速摺動接点向けの貴金属ストライプメッキ製品を商品化し、売上を伸ばしている。 

以上、当該事業に係る研究開発費は610百万円である。 

（４）軽金属部門 

①圧延製品で業界トップシェアを維持しているが、より強固な基盤を築くための研究の一環として、主要製品である

缶、印刷板、ＬＮＧタンク用厚板の製造における省エネルギーの工程開発に取り組んでいる。 

②将来の水素社会到来に備えた研究開発を行っている。アルミニウム材料の利用拡大を図るべく、アルミニウムの水

素雰囲気下での基礎特性の解明を図るとともに、環境問題を考慮して、鋳造時に生成するスラグ（廃アルミ）から

水素を製造する研究に着手し、工場内にパイロットプラントを設置した。 

③加工製品の開発にも注力している。精密押出技術に表面処理技術を組み合わせ、携帯端末などの電子製品分野に筐

体の供給を開始した。また、アルミ繊維吸音材（商品名：フルポーラス）を開発した。これは、アルミ繊維を基材

として不織布を製作後、焼結によりアルミ繊維同士を溶着させたもので、軽量で加工性に富み、リサイクル時の溶

解の際、ガス発生などの心配が無い環境にやさしい材料として、交通関連や騒音の高い工場などにおいて用途が拡

大している。 

以上、当該事業に係る研究開発費は1,113百万円である。 

（５）電装・エレクトロニクス部門 

①携帯電話アンテナは３周波共用の小型アンテナを開発し、納入を開始した。 

②電子機器、パワーエレクトロニクス機器の高密度化・高機能化を実現する放熱冷却部品の開発を進め、トップシェ

アを維持している。 

③自動車用GPS／VICS／ETC統合アンテナは、標準アンテナとして売上を伸ばしている。 

④TEX（三層絶縁電線）シリーズについては、耐熱性、耐溶剤性に優れた次世代TEXを開発中である。 

以上、当該事業に係る研究開発費は1,725百万円である。 



（６）サービス等部門 

 主に新事業分野に関するものである。 

  ファイバレーザ、青色光源の商品開発を進め、エンジニアリングサンプルの出荷を進めている。医療、計測、表

示、加工用と幅広い応用が期待される。 

 以上、当該事業に係る研究開発費は1,362百万円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充について完了したもの

は、次のとおりである。  

① 新設 

  当社において、前連結会計年度末に計画していた横浜研究所の半導体デバイス開発装置の新設については、 

 平成17年4月に完了している。  

② 拡充 

  当社において、前連結会計年度末に計画していた日光事業所の銅合金生産設備の増設については、平成17年5月 

 に完了し、同月から稼動している。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）定款において「普通株式の消却が行われた場合、または優先株式および劣後株式の消却もしくは普通株式への転換

が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定めている。 

なお、当中間会計期間の末日までに劣後株式4,000,000株の普通株式への転換が行われ、当中間会計期間の末日で

は、会社が発行する劣後株式の総数は46,000,000株となり、会社が発行する普通株式、優先株式および劣後株式の

合計は2,596,000,000株となっている。 

②【発行済株式】 

（注）提出日現在の発行数には、平成17年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基づき

発行された転換社債の転換及び新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれていない。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①平成12年6月29日の株主総会で特別決議された、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 2,500,000,000 

優先株式  50,000,000 

劣後株式  50,000,000 

計 2,600,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年9月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 705,618,179 705,678,179 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

（以上各市場第一部） 

－ 

計 705,618,179 705,678,179 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,155 同左 

新株予約権の行使期間 平成14年7月1日～平成18年6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   2,155 

資本組入額  1,078 

同左 

新株予約権の行使の条件 当社の取締役の地位を失った後も、

権利を行使することができる。権利

者が死亡した場合には、相続人が権

利行使をすることができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入れは認めない。 同左 



②平成13年6月28日の株主総会で特別決議された、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

  

③平成14年6月27日の株主総会で特別決議された、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 760,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 982 同左 

新株予約権の行使期間 平成15年7月1日～平成19年6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    982 

資本組入額   982 

同左 

新株予約権の行使の条件 当社の取締役の地位を失った後も、

権利を行使することができる。権利

者が死亡した場合には、相続人が権

利行使をすることができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入れは認めない。 同左 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 750 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 750,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 533 同左 

新株予約権の行使期間 平成16年7月1日～平成20年6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    533 

資本組入額   267 

同左 

新株予約権の行使の条件 当社の取締役の地位を失った後も、権

利を行使することができる。権利者が

死亡した場合には、相続人が権利行使

をすることができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合は、取締役

会の承認を要する。 

同左 



④平成15年6月27日の株主総会で特別決議された、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．劣後株式4,000千株を普通株式49,937千株に転換したことによる増加である。 

   ２．新株予約権の行使による増加である。 

   ３．平成17年10月1日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が60千株、資

本金が10百万円、資本準備金が9百万円増加している。 

  

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 660 600 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 660,000 600,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 333 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年7月1日～平成21年6月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    333 

資本組入額   167 

同左 

新株予約権の行使の条件 当社の取締役または執行役員の地位を

失った後も、２年内に限り権利を行使

することができる。権利者が死亡した

場合には、相続人が権利行使をするこ

とができる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合は、取締役

会の承認を要する。 

同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日

（注）1 

45,937 705,578 －  69,233 －  21,105 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日

（注）2  

40 705,618 6 69,240 6 21,111 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．平成17年9月15日関東財務局提出の変更報告書の写しが送付され、平成17年8月31日現在で以下のとおり株式

を所有している旨の記載があるが、当社として当中間期末現在における実質保有状況の確認ができないの

で、上記大株主の状況には含めていない。 

２．平成17年10月13日関東財務局提出の大量保有報告書の写しが送付され、平成17年9月30日現在で以下のとお

り株式を所有している旨の記載があるが、当社として当中間期末現在における実質保有状況の確認ができな

いので、上記大株主の状況には含めていない。 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％） 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 67,281,000 9.54 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 39,339,000 5.58 

みずほ信託退職給付信託   
みずほ銀行口 再信託受託者  
資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 22,928,250 3.25 

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町２丁目１－８ 20,453,000 2.90 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町２丁目６－１ 16,050,000 2.27 

古河機械金属株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 13,290,455 1.88 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 11,895,000 1.69 

富士電機ホールディングス株式

会社 
神奈川県川崎市川崎区田辺新田１－１ 11,000,000 1.56 

みずほ信託退職給付信託   

古河機械金属口 再信託受託者 

資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 10,919,000 1.55 

みずほ信託退職給付信託   

朝日生命保険口 再信託受託者 

資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 10,500,000 1.49 

計 － 223,655,705 31.70 

 提出者の氏名または名称  保有株式数（株）  保有割合（％） 

株式会社みずほ銀行 22,928,250 3.42 

株式会社みずほコーポレート銀行 1,208,484 0.18 

みずほ証券株式会社 743,000 0.11 

みずほ信託銀行株式会社 10,312,000 1.54 

みずほインベスターズ証券株式会社 77,000 0.01 

第一勧業アセットマネジメント株式会社  11,813,000 1.76 

富士投信投資顧問株式会社  78,000 0.01 

計  47,159,734 7.04 

  提出者の氏名または名称  保有株式数（株）  保有割合（％） 

ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インク 2,117,900 0.30 

ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユーケ

ー）リミテッド 
4,811,000 0.68 

ジェー・エフ・アセット・マネジメント（タイワン）リミテッ

ド 
253,000 0.04 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメン

ト・ジャパン株式会社 
55,940,000 7.93 

計  63,121,900 8.95 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が104,000株含まれている。また、「議決

権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数104個が含まれている。 

２．「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式が457株含まれている。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）株式会社東京証券取引所市場第一部株価による。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の役職の異動は次のとおりである。 

役職の異動 

  平成17年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

  

（自己保有株式） 

普通株式       94,000 
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式       －     
－ － 

完全議決権株式（その他）（注）１ 普通株式  704,385,000 704,385 － 

単元未満株式（注）２ 普通株式    1,139,179 － － 

発行済株式総数 705,618,179 － － 

総株主の議決権 － 704,385 － 

  平成17年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

（自己保有株式） 

古河電気工業株式会社 

東京都千代田区丸の 
内２丁目６－１ 

94,000 － 94,000 0.01 

計 － 94,000 － 94,000 0.01 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 520 476 465 497 520 593 

最低（円） 455 438 429 414 453 509 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役兼執行役員常務、CMO兼輸出管

理室長兼関西支社長兼同支社四国支店長兼

同支社北陸支店長兼中国支社長  

常務取締役兼執行役員常務、CMO兼

輸出管理室長 

 吉田 政雄  平成17年11月14日

常務取締役兼執行役員常務、CPO 常務取締役兼執行役員常務、CPO兼

CTO兼研究開発本部長 

 黒川 通豊  平成17年12月8日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第5号）附則第3項の 

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ＊1  51,863   46,715   50,341  

２．受取手形及び売掛金 ＊1  210,961   214,663   214,317  

３．有価証券 ＊1  7,806   7,807   8,504  

４．たな卸資産   102,671   95,417   93,115  

５．繰延税金資産   3,993   4,357   4,038  

６．その他   77,334   81,855   74,114  

貸倒引当金   △1,412   △2,051   △1,495  

流動資産合計   453,217 43.4  448,764 44.5  442,937 44.7 

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物 ＊1 256,801    241,334    242,881    

(2）機械装置及び運搬具 ＊1 613,511    576,923    574,060    

(3）工具器具備品 ＊1 83,019    75,499    74,760    

(4）土地 ＊1 97,244    91,102    92,478    

(5）建設仮勘定  19,829    17,035    16,129    

減価償却累計額  △709,439 360,966  △679,973 321,921  △664,623 335,687  

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定  15,060    14,795    14,555    

(2）その他  30,524 45,585  26,276 41,071  26,797 41,353  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ＊1,3 142,730    154,169    131,982   

(2）出資金  12,580    12,989    11,914   

(3）長期貸付金  4,292    5,647    4,616   

(4）長期前払費用  1,035    1,114    1,200   

(5）繰延税金資産  9,953    10,727    10,837   

(6）未収還付法人税等  904    ―    ―   

(7）その他  16,230    24,222    21,428   

貸倒引当金  △3,926 183,800  △12,030 196,840  △10,599 171,380  

固定資産合計   590,352 56.6  559,833 55.5  548,420 55.3 

資産合計   1,043,570 100.0  1,008,598 100.0  991,358 100.0 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金 ＊1  114,648   122,295   123,489  

２．短期借入金 ＊1  192,088   175,743   178,109  

３．コマーシャル・ペーパー    14,969   18,500   5,000  

４．社債 ＊1  572   15,040   918  

５．未払法人税等   7,415   6,503   9,336  

６．繰延税金負債   4,167   4,891   4,227  

７．前受金   4,025   2,708   2,714  

８．預り担保金 ＊3  40,981   11,000   11,000  

９．その他 ＊1  52,978   53,080   58,113  

流動負債合計   431,845 41.4  409,763 40.6  392,908 39.7 

Ⅱ 固定負債           

１．社債 ＊1  94,524   83,241   96,551  

２．長期借入金 ＊1  212,225   177,173   190,692  

３．繰延税金負債   11,481   10,889   4,919  

４．退職給付引当金   76,596   76,685   76,550  

５．その他 ＊1  10,097   10,830   9,995  

固定負債合計   404,925 38.8  358,819 35.6  378,709 38.2 

負債合計   836,771 80.2  768,583 76.2  771,618 77.9 

（少数株主持分）           

少数株主持分   43,260 4.1  45,766 4.5  43,894 4.4 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   59,233 5.7  69,240 6.9  69,233 7.0 

Ⅱ 資本剰余金   11,105 1.1  21,111 2.1  21,105 2.1 

Ⅲ 利益剰余金   61,762 5.9  61,963 6.1  59,352 6.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   40,455 3.9  47,017 4.7  33,415 3.4 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △8,968 △0.9  △5,045 △0.5  △7,222 △0.8 

Ⅵ 自己株式   △50 △0.0  △40 △0.0  △38 △0.0 

資本合計   163,538 15.7  194,248 19.3  175,845 17.7 

負債、少数株主持分 
及び資本合計   1,043,570 100.0  1,008,598 100.0  991,358 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   376,534 100.0  403,236 100.0  775,894 100.0

Ⅱ 売上原価    309,565 82.2  333,197 82.6  640,901 82.6

売上総利益   66,969 17.8  70,038 17.4  134,992 17.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１          

１ 販売費  17,575   17,106   36,048   

２ 一般管理費   38,164 55,739 14.8 37,688 54,794 13.6 75,208 111,256 14.3

営業利益   11,229 3.0  15,244 3.8  23,736 3.1

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  453   553   874   

２ 受取配当金  1,643   1,738   2,137   

３ 為替差益  845   8,280   －   

４ 持分法による投資利益  812   1,063   1,065   

５ その他  1,355 5,110 1.4 1,246 12,882 3.2 2,619 6,696 0.9

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  4,501   4,433   8,954   

２ 為替差損  －   －   2,741   

３ その他  994 5,496 1.5 1,126 5,560 1.4 2,562 14,258 1.9

経常利益   10,844 2.9  22,566 5.6  16,174 2.1

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産処分益 ＊２ 316   519   10,280   

２ 投資有価証券売却益  24,985   3,534   40,996   

３ その他  348 25,649 6.8 435 4,489 1.1 3,344 54,621 7.1

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ＊３ 613   1,400   7,200   

２ 貸倒引当金繰入額  13   1,507   6,733   

３ 関係会社整理損  1,277   10   1,107   

４ たな卸資産処分損  465   213   3,484   

５ 投資有価証券評価損  38   －   －   

６ 株式交換損 ＊４ 4,924   －   4,924   

７ 固定資産減損損失 ＊５ －   13,031   －   

８ 事業構造改革費 ＊６ －   －   4,394   

９ その他   1,103 8,436 2.2 2,507 18,670 4.6 9,890 37,736 4.9

税金等調整前中間 
（当期）純利益   28,056 7.5  8,385 2.1  33,060 4.3

法人税、住民税及び 
事業税  7,268   7,195   12,737   

法人税等調整額  3,323 10,591 2.8 △2,919 4,275 1.0 434 13,172 1.8

少数株主利益   2,466 0.7  1,479 0.4  4,082 0.5

中間(当期)純利益   14,999 4.0  2,630 0.7  15,805 2.0



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   68,394  21,105  68,394

Ⅱ 資本剰余金増加高              

  １ 劣後株式の発行に伴う増加高  －   －   10,000   

  ２ 新株引受権の行使  －   6   －   

  ３ 自己株式処分差益  － － 0 6 － 10,000 

Ⅲ 資本剰余金減少高              

 １ 利益剰余金への振替高  57,289 57,289 － － 57,289 57,289 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残高   11,105  21,111  21,105 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △10,344  59,352  △10,344

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 連結子会社の増加に伴う増加高  －  26  －  

２ 中間（当期）純利益  14,999  2,630  15,805  

３ 資本剰余金からの振替高  57,289  －  57,289  

４ 連結子会社の合併に伴う増加高  － 72,288 59 2,716 － 73,094

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 役員賞与  48  75  48  

２ 米国子会社退職給付債務繰入額   －  －  3,200  

３ 連結子会社の増加に伴う減少高  －  29  －  

４ 持分法適用会社の増減に伴う減少高  132 181 － 105 148 3,397 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   61,762  61,963  59,352 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

 前連結会計年度の要約連結 

 キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純利益  28,056 8,385 33,060 

減価償却費  20,526 18,094 41,031 

持分法による投資損益（△は投資利益）  △812 △1,063 △1,065 

有価証券及び投資有価証券の売却損益（△は売却益）  △24,655 △3,534 △40,562 

固定資産の処分損  613 1,339 7,200 

固定資産減損損失  － 13,031 － 

たな卸資産処分損  637 454 4,042 

受取利息及び受取配当金  △2,097 △2,292 △3,012 

支払利息  4,501 4,433 8,954 

為替差損（△は為替差益）  △888 △7,828 3,280 

売上債権の減少額（△は増加額）  5,345 2,840 1,441 

たな卸資産の減少額（△は増加額）  △9,961 △1,413 △4,188 

仕入債務の増加額（△は減少額）  △15,347 △3,672 △6,109 

退職給付引当金の増加額（△は減少額）  △1,513 △312 △1,386 

その他  6,993 △10,425 5,699 

小計  11,398 18,037 48,388 

利息及び配当金の受取額  2,435 2,416 3,512 

利息の支払額  △4,437 △4,401 △8,946 

法人税等の支払額  △6,594 △10,236 △10,354 

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,802 5,816 32,600 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー     

有価証券の売却による収入  － 3,339 3,629 

投資有価証券等の取得による支出  △2,483 △1,917 △3,065 

投資有価証券の売却による収入  32,500 6,365 56,320 

有形固定資産の取得による支出  △11,224 △11,511 △24,040 

無形固定資産の取得による支出  △908 △902 △3,253 

その他  △1,478 △2,502 10,769 

投資活動によるキャッシュ・フロー  16,406 △7,129 40,360 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

 前連結会計年度の要約連結 

 キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増加額（△は純減少額）  △40,740 △8,726 △61,287 

コマーシャル・ペーパーの純増加額（△は純減少額）  △6,272 13,500 △16,246 

長期借入れによる収入  34,560 3,006 43,858 

長期借入金の返済による支出  △4,706 △13,514 △29,257 

社債の発行による収入  1,540 1,300 4,315 

社債の償還による支出  △86 △459 △537 

株式の発行による収入  － 13 20,000 

株式貸借取引契約による預り担保金の純増減額  △14,004 － △43,985 

その他  △758 △1,143 △1,437 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △30,468 △6,022 △84,578 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額  215 1,304 △916 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額(△は減少額)  △11,044 △6,031 △12,534 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  63,122 50,587 63,122 

Ⅶ．新規連結会社に係る現金及び現金同等物の期首残高  － 1,361 － 

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  52,077 45,916 50,587 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

 連結の範囲に含めた子会社は次の98社で

ある。 

 連結の範囲に含めた子会社は次の97社で

ある。 

 連結の範囲に含めた子会社は次の97社で

ある。 

理研電線㈱ 古河電池㈱ 

古河総合設備㈱ 
古河精密金属工業

㈱ 

協和電線㈱ 
古河サーキットフ

ォイル㈱ 

古河産業㈱ 
古河インダストリ

アルケーブル㈱ 

古河オートモーテ

ィブパーツ㈱ 
古河樹脂加工㈱ 

㈱古河テクノマテ

リアル 
旭電機㈱ 

古河電工不動産㈱ エフコ㈱ 

奥村金属㈱ ㈱井上製作所 

ミハル通信㈱ 古河エレコム㈱ 

㈱正電社 東北古河電工㈱ 

材工㈱ ㈱成和技研 

九州古河電工㈱ 
古河カラーアルミ

㈱ 

古河物流㈱ ㈱フォーム化成 

古河インフォメー

ション・テクノロ

ジー㈱ 

古河ファイナン

ス・アンド・ビジ

ネス・サポート㈱ 

古河インフォネッ

ト㈱ 

㈱横浜ドラム製作

所 

理研ファイテル㈱ 
古河ライフサービ

ス㈱ 

日本製箔㈱ ㈱ニッケイ加工 

㈱山田軽金属製作

所 

㈱エフアイ・テク

ノ 

岡野電線㈱ サンサニー工業㈱ 

アクセスケーブル

㈱ 
日本金属箔工業㈱ 

古河日光発電㈱ 古河スカイ滋賀㈱ 

東日本鍛造㈱ ＦＣＭ㈱ 

㈱ＡＣＥ２１ 古河スカイ㈱ 

㈱エルコンポ スカイサービス㈱ 

古河スカイテクノ
㈱ 

㈱システムスカイ 

スカイアルミプロ

ダクツ㈱ 

ユニファスアルミ

ニウム㈱ 

理研電線㈱ 古河電池㈱ 

古河総合設備㈱ 
古河精密金属工業

㈱ 

協和電線㈱ 
古河サーキットフ

ォイル㈱ 

古河産業㈱ 
古河電工産業電線

㈱ 

古河オートモーテ

ィブパーツ㈱ 
古河樹脂加工㈱ 

㈱古河テクノマテ

リアル 
旭電機㈱ 

エフコ㈱ 奥村金属㈱ 

㈱井上製作所 ミハル通信㈱ 

古河エレコム㈱ ㈱正電社 

東北古河電工㈱ 材工㈱ 

㈱成和技研 九州古河電工㈱ 

古河カラーアルミ
㈱ 古河物流㈱ 

㈱フォーム化成 
古河インフォメー
ション・テクノロ
ジー㈱ 

古河ファイナン

ス・アンド・ビジ

ネス・サポート㈱ 

古河インフォネッ

ト㈱ 

㈱横浜ドラム製作

所 

古河ライフサービ

ス㈱ 

日本製箔㈱ ㈱ニッケイ加工 

㈱山田軽金属製作

所 

㈱エフアイ・テク
ノ 

岡野電線㈱ サンサニー工業㈱ 

アクセスケーブル
㈱ 

日本金属箔工業㈱ 

古河日光発電㈱ 古河スカイ滋賀㈱ 

東日本鍛造㈱ ＦＣＭ㈱ 

㈱ＡＣＥ２１ 古河スカイ㈱ 

㈱エルコンポ スカイサービス㈱ 

古河スカイテクノ
㈱ 

㈱システムスカイ 

スカイアルミプロ
ダクツ㈱ 

四国電線㈱ 

古河ネットワーク

ソリューション㈱ 
㈱新満電 

理研電線㈱ 古河電池㈱ 

古河総合設備㈱ 
古河精密金属工業

㈱ 

協和電線㈱ 
古河サーキットフ

ォイル㈱ 

古河産業㈱ 
古河電工産業電線

㈱ 

古河オートモーテ

ィブパーツ㈱ 
古河樹脂加工㈱ 

㈱古河テクノマテ

リアル 
旭電機㈱ 

古河電工不動産㈱ エフコ㈱ 

奥村金属㈱ ㈱井上製作所 

ミハル通信㈱ 古河エレコム㈱ 

㈱正電社 東北古河電工㈱ 

材工㈱ ㈱成和技研 

九州古河電工㈱ 
古河カラーアルミ

㈱ 

古河物流㈱ ㈱フォーム化成 

古河インフォメー

ション・テクノロ

ジー㈱ 

古河ファイナン

ス・アンド・ビジ

ネス・サポート㈱ 

古河インフォネッ

ト㈱ 

㈱横浜ドラム製作

所 

理研ファイテル㈱ 
古河ライフサービ

ス㈱ 

日本製箔㈱ ㈱ニッケイ加工 

㈱山田軽金属製作

所 

㈱エフアイ・テク

ノ 

岡野電線㈱ サンサニー工業㈱ 

アクセスケーブル

㈱ 
日本金属箔工業㈱ 

古河日光発電㈱ 古河スカイ滋賀㈱ 

東日本鍛造㈱ ＦＣＭ㈱ 

㈱ＡＣＥ２１ 古河スカイ㈱ 

㈱エルコンポ スカイサービス㈱ 

古河スカイテクノ
㈱ 

㈱システムスカイ 

スカイアルミプロ

ダクツ㈱ 

ユニファスアルミ

ニウム㈱ 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

瀋陽古河電纜有限公司 

PT TEMBAGA MULIA SEMANAN TBK 

台日古河銅箔股份有限公司 

FURUKAWA METAL(THAILAND)PUBLIC CO., 

LTD. 

P.T. Furukawa Indal Aluminum 

F.E.S.(THAILAND)CO.,LTD. 

FEC THAI HOLDING CO.,LTD. 

BANGKOK TELECOM CO.,LTD. 

THAI FIBER OPTICS CO.,LTD. 

FE MAGNET WIRE (MALAYSIA) SDN.BHD. 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA,INC. 

FURUKAWA FINANCE NETHERLANDS B.V. 

FURUKAWA ELECTRIC SINGAPORE PTE.LTD. 

FURUKAWA INDUSTRIAL S.A. PRODUTOS  

ELETRICOS 

西古光繊光纜有限公司 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA APD,

INC. 

FURUKAWA AMERICA,INC. 

Optical Communication Products,Inc. 

PHILLIPS FITEL INC. 

FURUKAWA EMPREENDIMENTOS ENGENHARIA  

E CONSTRUCOES LTDA 

FEJ SALES INC. 

FURUKAWA AUTOMOTIVE PARTS (VIETNAM) 

INC. 

FURUKAWA PRECISION (THAILAND) CO., 
LTD. 

FURUKAWA ELECTRIC AUTOPARTS  

PHILIPPINES INC. 

OFS Fitel,LLC 

OFS BrightWave,LLC      他20社 

瀋陽古河電纜有限公司 

PT TEMBAGA MULIA SEMANAN TBK 

台日古河銅箔股份有限公司 

FURUKAWA METAL(THAILAND)PUBLIC CO., 

LTD. 

P.T. Furukawa Indal Aluminum 

FURUKAWA (THAILAND) CO.,LTD. 

FEC THAI HOLDING CO.,LTD. 

BANGKOK TELECOM CO.,LTD. 

THAI FIBER OPTICS CO.,LTD. 

FE MAGNET WIRE (MALAYSIA) SDN.BHD. 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA,INC.

FURUKAWA FINANCE NETHERLANDS B.V. 

FURUKAWA ELECTRIC SINGAPORE PTE.LTD.

FURUKAWA INDUSTRIAL S.A. PRODUTOS  

ELETRICOS 

西古光繊光纜有限公司 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA APD,

INC. 

FURUKAWA AMERICA,INC. 

Optical Communication Products,Inc. 

Furukawa Electric Europe Ltd. 

FURUKAWA EMPREENDIMENTOS ENGENHARIA 

E CONSTRUCOES LTDA 

Thai Furukawa Unicomm Engineering 
CO.,Ltd. 

FURUKAWA AUTOMOTIVE PARTS (VIETNAM) 

INC. 

FURUKAWA PRECISION (THAILAND) CO., 
LTD. 

FURUKAWA ELECTRIC AUTOPARTS  

PHILIPPINES INC. 

OFS Fitel,LLC 

OFS BrightWave,LLC      他19社

瀋陽古河電纜有限公司 

PT TEMBAGA MULIA SEMANAN TBK 

台日古河銅箔股份有限公司 

FURUKAWA METAL(THAILAND)PUBLIC CO., 

LTD. 

P.T. Furukawa Indal Aluminum 

F.E.S.(THAILAND)CO.,LTD. 

FEC THAI HOLDING CO.,LTD. 

BANGKOK TELECOM CO.,LTD. 

THAI FIBER OPTICS CO.,LTD. 

FE MAGNET WIRE (MALAYSIA) SDN.BHD. 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA,INC. 

FURUKAWA FINANCE NETHERLANDS B.V. 

FURUKAWA ELECTRIC SINGAPORE PTE.LTD. 

FURUKAWA INDUSTRIAL S.A. PRODUTOS  

ELETRICOS 

西古光繊光纜有限公司 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA APD, 

INC. 

FURUKAWA AMERICA,INC. 

Optical Communication Products,Inc. 

PHILLIPS FITEL INC. 

FURUKAWA EMPREENDIMENTOS ENGENHARIA  

E CONSTRUCOES LTDA 

FEJ SALES INC. 

FURUKAWA AUTOMOTIVE PARTS (VIETNAM) 

INC. 

FURUKAWA PRECISION (THAILAND) CO., 

LTD. 

FURUKAWA ELECTRIC AUTOPARTS  

PHILIPPINES INC. 

OFS Fitel,LLC 

OFS BrightWave,LLC      他19社 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

  古河シーアンドビー㈱はブロードワイヤ

レス㈱に社名を変更し、住友電気工業㈱と

の合弁事業化に伴う持分の売却により当中

間連結会計期間より連結の範囲から除外し

た。前連結会計年度途中に清算した古河フ

ァイテル部品㈱を当中間連結会計期間より

連結の範囲から除外した。 

  滋賀古河電工㈱は古河スカイ滋賀㈱

に、スカイテクノ㈱は古河スカイテクノ

㈱にそれぞれ社名を変更した。  

 FURUKAWA FITEL(Thailand)Co.,Ltd.な

ど非連結子会社はその総資産・売上高・

損益及び利益剰余金の額のいずれにおい

ても小規模であり全体としても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

い。 

  古河ネットワークソリューション㈱は当

社ネットワークルータ事業部門の会社分割

により新設されたため、当中間連結会計期

間より連結子会社とした。 

  四国電線㈱、㈱新満電はそれぞれ重要性

が増したため、当中間連結会計期間より連

結子会社とした。 

  ユニファスアルミニウム㈱は古河スカイ

㈱との合併により消滅し、古河電工不動産

㈱は当社との合併により消滅したため、そ

れぞれ当中間連結会計期間より連結の範囲

から除外した。理研ファイテル㈱は清算に

より当中間連結会計期間より連結の範囲か

ら除外した。 

  F.E.S.(THAILAND)CO.,LTD.は 

FURUKAWA (THAILAND) CO.,LTD.に社名を

変更した。  

 FURUKAWA FITEL(Thailand)Co.,Ltd.な

ど非連結子会社はその総資産・売上高・

損益及び利益剰余金の額のいずれにおい

ても小規模であり全体としても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

い。 

  滋賀古河電工㈱は古河スカイ滋賀㈱に、

スカイテクノ㈱は古河スカイテクノ㈱に、

古河インダストリアルケーブル㈱は古河電

工産業電線㈱にそれぞれ社名を変更した。 

  古河シーアンドビー㈱はブロードワイ

ヤレス㈱に社名を変更し、住友電気工業

㈱との合弁事業化に伴う持分の売却によ

り当連結会計年度より連結の範囲から除

外した。前連結会計年度途中に清算した

古河ファイテル部品㈱を当連結会計年度

より連結の範囲から除外した。古河アル

テック㈱は古河電工不動産㈱と合併し、

古河電工不動産㈱に社名を変更した。 

 FURUKAWA FITEL(Thailand)Co.,Ltd.な

ど非連結子会社はその総資産・売上高・

損益及び利益剰余金の額のいずれにおい

ても小規模であり全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていない。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用した会社は以下の12社であ

る。 

 持分法を適用した会社は以下の12社であ

る。 

 持分法を適用した会社は以下の13社であ

る。 

 持分の減少により連結の範囲から除外し

たブロードワイヤレス㈱に持分法を適用し

た。和興エンジニアリング㈱は持分の売却

により持分法の適用範囲から除外した。前

連結会計年度途中に持分の増加によって連

結子会社としたBANGKOK TELECOM CO.,LTD.

を持分法の適用範囲から除外した。前連結

会計年度途中での持分の売却等があった 

THAI METAL PROCESSING CO.,LTD.他２社を

持分法の適用範囲から除外した。 

 FURUKAWA GP AUTO PARTS (HK)LTD.など

は、その損益または利益剰余金の額のいず

れにおいても小規模であり全体としても中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、持分法を適用していない。 

関連会社： 

（12社） 

東京特殊電線㈱ 

㈱オーシーシー 

原子燃料工業㈱ 

コーミ金属㈱ 

ブロードワイヤレス㈱ 

LEAR FURUKAWA  

CORPORATION 

SHINCHANG CONNECTOR  

CO.,LTD. 

FEMCO MAGNET WIRE  

CORPORATION 

ADVANCED MICRO  

SENSOR,INC. 

MBK Furukawa Sistemas  

S.A. 

FCI S/A 

Asia Vital Components  

Co.,Ltd. 

 前連結会計年度途中に持分の減少によっ

て持分法の適用範囲から除外した㈱オーシ

ーシーを当中間連結会計期間より持分法の

適用範囲から除外した。 

 FURUKAWA GP AUTO PARTS (HK)LTD.など

は、その損益または利益剰余金の額のいず

れにおいても小規模であり全体としても中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、持分法を適用していない。 

関連会社： 

（12社） 

東京特殊電線㈱ 

原子燃料工業㈱ 

コーミ金属㈱ 

ブロードワイヤレス㈱ 

㈱ビスキャス 

LEAR FURUKAWA  

CORPORATION 

SHINCHANG CONNECTOR  

CO.,LTD. 

FEMCO MAGNET WIRE  

CORPORATION 

ADVANCED MICRO  

SENSOR,INC. 

MBK Furukawa Sistemas  

S.A. 

FCI S/A 

Asia Vital Components  

Co.,Ltd. 

  持分の減少により当連結会計年度より連

結の範囲から除外したブロードワイヤレス

㈱に持分法を適用した。関連会社である㈱

ビスキャスに当社の電力事業部門を営業譲

渡したことにより重要性が高まったため当

連結会計年度より持分法を適用した。 

 持分の売却により和興エンジニアリング

㈱を当連結会計年度より持分法の適用範囲

から除外した。前連結会計年度途中に持分

の増加によって連結子会社としたBANGKOK 

TELECOM CO.,LTD.を当連結会計年度より持

分法の適用範囲から除外した。前連結会計

年度途中での持分の売却等があったTHAI 

METAL PROCESSING CO.,LTD 他２社を当連

結会計年度より持分法の適用範囲から除外

した。持分の減少により持分法の適用範囲

から除外した㈱オーシーシーは除外までの

期間、持分法を適用している。 

 FURUKAWA GP AUTO PARTS (HK)LTD.など

は、その損益または利益剰余金の額のいず

れにおいても小規模であり全体としても連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため、持分法を適用していない。 

関連会社： 

（13社） 

東京特殊電線㈱ 

㈱オーシーシー 

原子燃料工業㈱ 

コーミ金属㈱ 

ブロードワイヤレス㈱ 

㈱ビスキャス 

LEAR FURUKAWA 

CORPORATION 

SHINCHANG CONNECTOR 

CO.,LTD. 

FEMCO MAGNET WIRE 

CORPORATION 

ADVANCED MICRO 

SENSOR,INC. 

MBK Furukawa Sistemas 

S.A. 

FCI S/A 

Asia Vital Components 

Co.,Ltd. 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち瀋陽古河電纜有限公

司、台日古河銅箔股份有限公司、PT  

TEMBAGA MULIA SEMANAN TBK、FURUKAWA  

METAL(THAILAND)PUBLIC CO.,LTD.、P.T. 

Furukawa Indal Aluminum、F.E.S. 

(THAILAND)CO.,LTD.、FEC THAI HOLDING  

CO.,LTD.、BANGKOK TELECOM CO.,LTD.、 

THAI FIBER OPTICS CO.,LTD.、FE MAGNET 

WIRE (MALAYSIA) SDN.BHD.、FURUKAWA  

ELECTRIC NORTH AMERICA,INC.、FURUKAWA 

FINANCE NETHERLANDS B.V.、FURUKAWA  

ELECTRIC SINGAPORE PTE.LTD.、FURUKAWA  

INDUSTRIAL S.A. PRODUTOS ELETRICOS、 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA APD, 

INC.、FURUKAWA AMERICA,INC.、 

FURUKAWA EMPREENDIMENTOS ENGENHARIA E  

CONSTRUCOES LTDA、FURUKAWA  

AUTOMOTIVE PARTS (VIETNAM) INC.、 

FURUKAWA PRECISION (THAILAND) CO., 

LTD.、FURUKAWA ELECTRIC AUTOPARTS  

PHILIPPINES INC.、西古光繊光纜有限公

司、OFS Fitel,LLC、OFS BrightWave, 

LLC、他19社の中間決算日は6月30日である

ので6月30日の中間決算書を使用して連結

している。また、㈱エフアイ・テクノの中

間決算日は7月31日であるので、7月31日の

中間決算書を使用して連結している。中間

連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っている。 

 持分法を適用している会社のうち8社は

当社と中間決算日が異なっているが、当該

会社の中間決算日現在の財務諸表を使用し

ている。なお、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行うこととしている。 

 連結子会社のうち瀋陽古河電纜有限公

司、台日古河銅箔股份有限公司、PT  

TEMBAGA MULIA SEMANAN TBK、FURUKAWA  

METAL(THAILAND)PUBLIC CO.,LTD.、P.T. 

Furukawa Indal Aluminum、FURUKAWA 

(THAILAND) CO.,LTD.、FEC THAI HOLDING  

CO.,LTD.、BANGKOK TELECOM CO.,LTD.、 

THAI FIBER OPTICS CO.,LTD.、FE MAGNET 

WIRE (MALAYSIA) SDN.BHD.、FURUKAWA  

ELECTRIC NORTH AMERICA,INC.、FURUKAWA 

FINANCE NETHERLANDS B.V.、FURUKAWA  

ELECTRIC SINGAPORE PTE.LTD.、FURUKAWA  

INDUSTRIAL S.A. PRODUTOS ELETRICOS、 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA APD, 

INC.、FURUKAWA AMERICA,INC.、 

FURUKAWA EMPREENDIMENTOS ENGENHARIA E  

CONSTRUCOES LTDA、FURUKAWA  

AUTOMOTIVE PARTS (VIETNAM) INC.、 

FURUKAWA PRECISION (THAILAND) CO., 

LTD.、FURUKAWA ELECTRIC AUTOPARTS  

PHILIPPINES INC.、西古光繊光纜有限公

司、OFS Fitel,LLC、OFS BrightWave, 

LLC、他19社の中間決算日は6月30日である

ので6月30日の中間決算書を使用して連結

している。また、㈱エフアイ・テクノの中

間決算日は7月31日であるので、7月31日の

中間決算書を使用して連結している。中間

連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っている。 

 持分法を適用している会社のうち8社は

当社と中間決算日が異なっているが、当該

会社の中間決算日現在の財務諸表を使用し

ている。なお、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行うこととしている。 

 連結子会社のうち瀋陽古河電纜有限公

司、台日古河銅箔股份有限公司、PT  

TEMBAGA MULIA SEMANAN TBK、FURUKAWA  

METAL(THAILAND)PUBLIC CO.,LTD.、P.T. 

Furukawa Indal Aluminum、F.E.S. 

(THAILAND)CO.,LTD.、FEC THAI HOLDING  

CO.,LTD.、BANGKOK TELECOM CO.,LTD.、 

THAI FIBER OPTICS CO.,LTD.、FE  

MAGNET WIRE (MALAYSIA) SDN.BHD.、 

FURUKAWA ELECTRIC NORTH AMERICA,INC.、 

FURUKAWA FINANCE NETHERLANDS B.V.、 

FURUKAWA ELECTRIC SINGAPORE PTE.LTD.、 

FURUKAWA INDUSTRIAL S.A. PRODUTOS  

ELETRICOS、FURUKAWA ELECTRIC NORTH 

AMERICA APD,INC.、FURUKAWA AMERICA, 

INC.、FURUKAWA EMPREENDIMENTOS 

ENGENHARIA E CONSTRUCOES LTDA、 

FURUKAWA AUTOMOTIVE PARTS (VIETNAM） 

INC.、FURUKAWA PRECISION (THAILAND) 

CO.,LTD.、FURUKAWA ELECTRIC AUTOPARTS  

PHILIPPINES INC.、西古光繊光纜有限公

司、OFS Fitel,LLC、OFS BrightWave, 

LLC、他19社の決算日は12月31日であるの

で12月31日の決算書を使用して連結してい

る。また、㈱エフアイ・テクノの決算日は

１月31日であるので、１月31日の決算書を

使用して連結している。連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っている。 

 持分法を適用している会社のうち8社は

当社と決算日が異なっているが、当該会社

の決算日現在の財務諸表を使用している。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行うこ

ととしている。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法 

その他有価証券 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

同   左 

その他有価証券 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

同   左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

同   左 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定） 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同   左 

②デリバティブ 

同   左 

③たな卸資産 

 親会社のたな卸資産は主として総平均

法による原価法によって評価しており、

子会社の大部分も親会社の基準に従って

いる。但し、親会社のたな卸資産のう

ち、銅等の主要原材料は、後入先出法に

基づく原価法によって評価している。 

③たな卸資産 

 主として総平均法に基づく原価法 

（会計方針の変更） 

 従来、親会社のたな卸資産のうち、銅

等の主要原材料の評価基準及び評価方法

については、後入先出法に基づく原価法

を採用していたが、当中間連結会計期間

より総平均法に基づく原価法に変更して

いる。 

 この変更は、近年における銅等の主要

原材料の市場価格変動をたな卸資産の連

結貸借対照表価額に反映させることによ

り、財政状態をより適切に表示するため

に行ったものである。 

 この結果、従来と同一の方法によった

場合と比較して、たな卸資産は797百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は同額増加してい

る。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

（セグメント情報）に記載している。 

③たな卸資産 

 親会社のたな卸資産は主として総平均

法による原価法によって評価しており、

子会社の大部分も親会社の基準に従って

いる。但し、親会社のたな卸資産のう

ち、銅等の主要原材料は、後入先出法に

基づく原価法によって評価している。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法と定額法によって計算されてい

る。当中間連結会計期間末における有形

固定資産の帳簿価額の69％が定額法によ

り残りは定率法により計算されている。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 主として当社と国内連結子会社は、建

物は定額法、建物以外については定率法

を採用しているが、在外連結子会社は、

主に定額法を採用している。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同   左 

②無形固定資産 

 定額法による。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法によ

る。 

②無形固定資産 

同   左 

②無形固定資産 

同   左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理している。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同   左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同   左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については主に貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。なお、連結会社

間債権に対応する引当金は消去してい

る。 

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同   左 

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同   左 

②退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間連結 

②退職給付引当金 

同   左 

②退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結会計 

会計期間末において発生していると認め

られる額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（1年～20年）による定額法により費用

処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（1～20年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしている。 

 年度末において発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（1年～20年）による定額法により費用

処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（1～20年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしている。 

③役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、会社の内規に基づく中間期末要支給

額を計上している。 

③役員退職慰労引当金 

同   左 

③役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、会社の内規に基づく期末要支給額を

計上している。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、主として通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同   左 

(6）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。な

お、為替予約については振当処理の要件

を満たしているものは振当処理を採用し

ている。 

(6）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同   左 

(6）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同   左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップ：借入金 

為替予約：外貨建売掛債権、外貨建買

入債務等 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

  

地金先物取引：原材料     

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

③ヘッジ方針 

 借入債務、確定的な売買契約等に対

し、金利変動、為替変動及び原材料価格

変動等のリスクを回避することを目的と

してヘッジを行っている。 

③ヘッジ方針 

同   左 

③ヘッジ方針 

同   左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価している。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

(7）消費税等の会計処理方法 

 税抜処理を採用している。 

(7）消費税等の会計処理方法 

同   左 

(7）消費税等の会計処理方法 

同   左 

(8) 連結納税制度の適用 

  当中間連結会計期間から連結納税制度

を適用している。 

(8) 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用している。 

(8）連結納税制度の適用 

  当連結会計年度から連結納税制度を適

用している。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から3

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなる。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同   左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なる。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日）を適用している。これにより、

税金等調整前中間純利益は13,031百万円減

少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除している。 

――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年3月31日） 

＊１．担保資産及び担保付債務 ＊１．担保資産及び担保付債務 ＊１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおり
である。 

 担保に供している資産は、次のとおり
である。 

 担保に供している資産は、次のとおり
である。 

現金及び預金 220百万円 

有価証券 47 

受取手形及び売掛金 481 

建物及び構築物 27,841 

機械装置及び運搬具 12,508 

工具器具備品 639 

土地 24,656 

投資有価証券 317 

合計 66,713百万円 

現金及び預金 120百万円 

受取手形及び売掛金 667 

建物及び構築物 20,653 

機械装置及び運搬具 7,804 

工具器具備品 603 

土地 18,162 

投資有価証券 393 

合計 48,403百万円 

現金及び預金 120百万円 

受取手形及び売掛金 334 

建物及び構築物 25,601 

機械装置及び運搬具 11,931 

工具器具備品 622 

土地 22,400 

投資有価証券 371 

合計 61,381百万円 

       上記資産のうち工場財団抵当に供して 

       いる資産 

  
 担保付債務は、次のとおりである。 

建物及び構築物 6,741百万円 

機械装置及び運搬具 6,772 

工具器具備品 582 

土地 9,559 

合計 23,655百万円 

       上記資産のうち工場財団抵当に供して 

       いる資産 

  
 担保付債務は、次のとおりである。 

建物及び構築物 6,401百万円 

機械装置及び運搬具 6,511 

工具器具備品 603 

土地 9,028 

合計 22,544百万円 

       上記資産のうち工場財団抵当に供して 

       いる資産 

  
 担保付債務は、次のとおりである。 

建物及び構築物 6,542百万円 

機械装置及び運搬具 6,561 

工具器具備品 567 

土地 9,559 

合計 23,231百万円 

短期借入金 14,049百万円 

長期借入金 24,614 

社債 390 

その他債務 188 

合計 39,242百万円 

短期借入金 17,839百万円 

長期借入金 9,562 

その他債務 156 

合計 27,558百万円 

短期借入金 16,294百万円 

流動負債その他 66 

長期借入金 14,954 

固定負債その他 106 

合計 31,421百万円 

 上記のうち工場財団抵当に対応する債務 

短期借入金 6,609百万円 

長期借入金 2,430 

合計 9,039百万円 

 ２．受取手形割引高 3,764百万円 

   受取手形裏書譲渡高 928百万円 

 上記のうち工場財団抵当に対応する債務

短期借入金 4,737百万円 

長期借入金 2,110 

合計 6,848百万円 

 ２．受取手形割引高 2,345百万円 

   受取手形裏書譲渡高 6,521百万円 

 上記のうち工場財団抵当に対応する債務

短期借入金 3,614百万円 

長期借入金 2,854 

合計 6,468百万円 

 ２．受取手形割引高 3,154百万円 

   受取手形裏書譲渡高 6,914百万円 

＊３．貸付有価証券及び預り担保金 

 投資有価証券には、貸付有価証券

52,962百万円が含まれており、その担保

として受け入れた40,981百万円を預り担

保金として表示している。 

＊３．貸付有価証券及び預り担保金 

 投資有価証券には、貸付有価証券

25,780百万円が含まれており、その担保

として受け入れた11,000百万円を預り担

保金として表示している。 

＊３．貸付有価証券及び預り担保金 

 投資有価証券には、貸付有価証券

22,276百万円が含まれており、その担保

として受け入れた11,000百万円を預り担

保金として表示している。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年3月31日） 

 ４．偶発債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金等に対し、債務保証を行ってい

る。 

 ４．偶発債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金等に対し、債務保証を行ってい

る。 

 ４．偶発債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの

借入金等に対し、債務保証を行ってい

る。 

 保証 
総額 

うち当企業 
集団負担分 

古河金属(無錫)有限公司 3,745  3,745百万円 

上海日光銅業有限公司 1,920  1,920 

原子燃料工業（株） 1,876  938 

SIAM FURUKAWA CO., LTD. 1,134  1,134 

Furukawa Electric 
Autoparts Central Europe, 
s.r.o. 

899    899 

PENNTECQ INC. 748    748 

その他 4,543  4,277 

合計 14,868 13,664百万円 

 保証 
総額 

うち当企業 
集団負担分 

古河金属(無錫)有限公司 3,958  3,958百万円

(株)ビスキャス 3,444  3,444 

上海日光銅業有限公司 1,754  1,754 

SIAM FURUKAWA CO., LTD. 1,175  1,175 

Furukawa Electric 
Autoparts Central Europe,
s.r.o. 

986    986 

PENNTECQ INC. 743    743 

その他 4,781  4,781 

合計 16,843 16,843百万円

 保証 
総額 

うち当企業 
集団負担分 

(株)ビスキャス 4,018  4,018百万円

古河金属(無錫)有限公司 3,888  3,888 

上海日光銅業有限公司 2,167  2,167 

Furukawa Electric 
Autoparts Central 
Europe, s.r.o. 

968   968 

SIAM FURUKAWA CO.,LTD. 827   827 

PENNTECQ INC. 731   731 

その他 4,334  4,126 

合計 16,936 16,728百万円

      



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

＊１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目と金額は次のとおりである。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目と金額は次のとおりである。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目と金額は次のとおりである。 

荷造費及び運送費 10,899百万円 

販売手数料 1,840 

給与諸手当福利費 18,374 

退職給付費用 1,447 

減価償却費 2,882 

研究開発費 6,187 

荷造費及び運送費 11,181百万円 

販売手数料 1,286 

給与諸手当福利費 18,284 

退職給付費用 1,360 

減価償却費 2,839 

研究開発費 6,217 

荷造費及び運送費 22,347百万円 

販売手数料 4,098 

給与諸手当福利費 35,928 

退職給付費用 2,997 

減価償却費 5,489 

研究開発費 12,281 

      

＊２．固定資産処分益は、土地、機械装置等

の売却等によるものである。 

＊２．固定資産処分益は、土地、機械装置等

の売却等によるものである。 

＊２．固定資産処分益は、土地、機械装置等

の売却等によるものである。 

      

＊３．固定資産処分損の主な内訳は、親会社

における機械装置等処分損235百万円で

ある。 

＊３．固定資産処分損の主な内訳は、当社に

おける機械装置等処分損441百万円、連

結子会社PHILLIPS FITEL INC.における

機械装置等処分損510百万円である。 

＊３．固定資産処分損の主な内訳は、当社に

おける機械装置等処分損4,996百万円、

連結子会社古河スカイ㈱における機械装

置等処分損1,146百万円である。 

      

＊４．米国 CommScope,Inc.のプット権行使

に伴い、同社グループが保有するOFS 

BrightWave,LLCの持分と当社保有の

CommScope,Inc.株式の交換が成立した。

当社が譲り受けたOFS BrightWave,LLC

持分は、同社の債務超過の状況等から判

断して零と評価されるため、当社が譲渡

したCommScope,Inc.株式の取得価額

4,924百万円を株式交換損として計上し

ている。 

 なお、当該プット権の詳細は、前連結

会計年度の「重要な後発事象 2.」に記

載している。 

        ――――― ＊４. 米国CommScope,Inc.のプット権行使に

伴い、同社グループが保有するOFS 

BrightWave,LLCの持分と当社保有の 

CommScope,Inc.株式の交換が成立した。

当社が譲り受けたOFS BrightWave,LLC持

分は、同社の債務超過の状況等から判断

して零と評価されるため、当社が譲渡し

たCommScope,Inc.株式の取得価額4,924

百万円を株式交換損として計上してい

る。 

 なお、当該プット権の詳細は、前連結

会計年度の「重要な後発事象 １.」に記

載している。 

      

        ――――― ＊５．当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上した。  

 当社グループは、他の資産又は資産グ

ループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す会

社、事業もしくはそれに準じた単位毎に

資産のグルーピングをしている。また、

遊休資産、賃貸資産については、物件単

位毎にグルーピングしている。 

         ――――― 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

   （1）当社   

  
場所 用途 種類 

減損損失額

（百万円）

光ファイバ

事業 

(三重県亀山

市及び千葉

県市原市) 

光ファイバ

製造設備 

及び建屋 

機械装置及び

運搬具 
4,197

建物及び 

構築物 
2,488

その他  129

合計  6,816

三重県亀山

市及び千葉

県市原市 

遊休資産 

及び 

賃貸資産  

建物及び 

構築物 
2,776

土地  609

その他  42

合計  3,428

  

     光ファイバ事業については、国内外の市

場での需要の低迷および売値の低下の継続

により、同製品を製造する上記光ファイバ

事業に係る資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として、特別損失に計上した。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は

使用価値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを9.1%で割り引いて算定して

いる。 

 遊休資産、賃貸資産については、帳簿価

額に比較して市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として、特別損失に

計上した。 

 なお、遊休資産、賃貸資産の回収可能価

額は主に正味売却価額により測定してお

り、建物及び土地については不動産鑑定評

価額または固定資産税評価額等により評価

し、機械装置については、他への転用、売

却が困難であることから0円としている。 

  

      

   (2)連結子会社（古河スカイ等）   

  遊休地・賃借地等 2,787 百万円   

  
   帳簿価額に比較して市場価格が著しく下

落したため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として、特

別損失に計上した。 

 なお、土地の回収可能価額は主に正味売

却価額により測定しており、不動産鑑定評

価額または固定資産税評価額、路線価等に

より評価している。また事業用資産の回収

可能価額は使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを9.1%で割り引い

て算定している。 

  

      

       ―――――         ――――― ＊６. 当社の構造改革・体質強化の一環とし

て実施した人員適正化施策に伴う退職金

等の費用である。 

   



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係（平成16年 9月30日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係（平成17年 9月30日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成17年 3月31日現在） 

現金及び預金勘定 51,863百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,117 

有価証券勘定 2,332 

現金及び現金同等物 52,077百万円 

現金及び預金勘定 46,715百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,410 

有価証券勘定 1,611 

現金及び現金同等物 45,916百万円

現金及び預金勘定 50,341百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,000 

有価証券勘定 2,245 

現金及び現金同等物 50,587百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 3,311 2,174 1,136 

工具器具 
備品 7,063 4,307 2,756 

その他 572 292 280 

合計 10,947 6,773 4,173 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 2,579 1,622 957

工具器具 
備品 5,677 3,355 2,321

その他 835 372 463

合計 9,093 5,350 3,742

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 2,612 1,679 933

工具器具 
備品 6,201 3,883 2,318

その他 801 401 399

合計 9,616 5,965 3,651

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,899百万円 

１年超 2,273百万円 

合計 4,173百万円 

１年内 1,641百万円

１年超 2,101百万円

合計 3,742百万円

１年内 1,691百万円

１年超 1,959百万円

合計 3,651百万円

（注）取得価額相当額及び未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

（注）     同   左 （注）取得価額相当額及び未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が、有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,358百万円 

減価償却費相当額 1,358百万円 

支払リース料 1,187百万円

減価償却費相当額 1,187百万円

支払リース料 2,412百万円

減価償却費相当額 2,412百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はな

い。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

１．満期保有目的の債券で時価の
あるもの 

中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 7,115 7,115 － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 699 699 － 

合計 7,814 7,814 － 

２．その他有価証券で時価のある

もの 
取得原価（百万円） 

中間連結貸借対照表

計上額（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 42,715 104,307 61,591 

(2）債券 － － － 

(3）その他 28 25 △3 

合計 42,744 104,333 61,588 

その他有価証券  

非上場株式 6,596百万円 

株式会社みずほフィナンシャルグループ優先出資証券 5,000百万円 

株式会社みずほフィナンシャルグループ優先株式 3,000百万円 

１．満期保有目的の債券で時価の
あるもの 

中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 7,211 7,211 － 

(2）社債 100 100 － 

(3）その他 10 10 － 

合計 7,322 7,322 － 

２．その他有価証券で時価のある

もの 
取得原価（百万円） 

中間連結貸借対照表

計上額（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 33,320 106,141 72,820 

(2）債券 － － － 

(3）その他 11 9 △2 

合計 33,331 106,150 72,818 

その他有価証券  

非上場株式 3,531百万円 

株式会社みずほフィナンシャルグループ優先出資証券 5,000百万円 

株式会社みずほフィナンシャルグループ優先株式 3,000百万円 



前連結会計年度末（平成17年3月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

１．満期保有目的の債券で時価の
あるもの 

連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 7,718 7,718 － 

(2）社債 90 90 － 

(3）その他 702 702 － 

合計 8,511 8,511 － 

２．その他有価証券で時価のある

もの 
取得原価（百万円） 

連結貸借対照表計上

額（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 36,202 86,264 50,062 

(2）債券 － － － 

(3）その他 11 8 △2 

合計 36,213 86,273 50,059 

   その他有価証券   

非上場株式 3,504百万円 

株式会社みずほフィナンシャルグループ優先出資証券 5,000百万円 

株式会社みずほフィナンシャルグループ優先株式 3,000百万円 

対象物
の種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年3月31日） 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

通貨 為替予約取引                   

 売建          

 米ドル － － － － － － － － － 

 買建          

 米ドル － － － － － － － － － 

金利 スワップ取引                   

 
受取固定・支払

変動 
300 1 1 － － － － － － 

 
支払固定・受取

変動 
1,602 △26 △26 500 △4 △4 700 △14 △14 

合計 1,902 △25 △25 500 △4 △4 700 △14 △14 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月 1日 至 平成16年9月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮して区分

している。 

 （事業区分方法の変更） 

 事業区分は、当中間連結会計期間より、前連結会計年度までの事業区分である「情報通信」、「エネルギー関

連」、「マテリアル」、「電子・実装機器等」を「情報通信」、「エネルギー・産業機材」、「金属」、「軽金

属」、「電装・エレクトロニクス」、「サービス等」に変更した。 

 この変更は、平成16年4月からの当社におけるカンパニー制実施に合わせ、経営戦略上の方向性、事業実態及び 

今後の事業展開をより的確に表すために行ったものである。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間において用いた事業

区分の方法により区分すると次のようになる。 

  

前々中間連結会計期間（自 平成15年4月 1日 至 平成15年9月30日） 

  

 

情報通信 

 

(百万円） 

エネルギー 

・産業機材 

（百万円） 

金属 

 

（百万円）

軽金属 

 

(百万円） 

電装・エレク

トロニクス 

（百万円） 

サービス等

 

（百万円）

合計 

 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

 

（百万円） 

  売上高          

 （1）外部顧客に 

    対する売上高 
52,607 78,766 55,075 108,098 77,250 4,736 376,534 － 376,534 

 （2）セグメント間   

    の内部売上高 

    又は振替高 

2,376 7,343 999 2,477 3,592 11,070 27,859 (27,859) － 

計 54,984 86,109 56,074 110,575 80,842 15,807 404,394 (27,859) 376,534 

 営業費用 61,776 84,593 52,305 101,731 78,314 14,434 393,156 (27,851) 365,304 

  営業利益 又は 

  営業損失（△） 
△6,792 1,516 3,769 8,844 2,527 1,372 11,238 (8) 11,229 

 

情報通信 

 

(百万円） 

エネルギー 

・産業機材 

（百万円） 

金属 

 

（百万円）

軽金属 

 

(百万円） 

電装・エレク

トロニクス 

（百万円） 

サービス等

 

（百万円）

合計 

 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

 

（百万円） 

  売上高          

 （1）外部顧客に 

    対する売上高 
64,389 70,379 49,210 95,797 73,331 3,505 356,613 － 356,613 

 （2）セグメント間   

    の内部売上高 

    又は振替高 

2,763 5,634 1,245 539 3,347 11,089 24,620 (24,620) － 

計 67,152 76,014 50,455 96,337 76,679 14,595 381,233 (24,620) 356,613 

 営業費用 86,994 75,685 48,756 91,732 75,747 13,211 392,127 (24,634) 367,493 

  営業利益 又は 

  営業損失（△） 
△19,842 328 1,698 4,604 932 1,383 △10,893 (△13) △10,879 



 前々連結会計年度（自 平成15年4月 1日 至 平成16年3月31日） 

  

２．各事業区分の内訳 

・「情報通信」の内訳は、光ファイバ・ケーブル、光関連部品、光ファイバ・ケーブル付属品・工事、ネットワー

ク機器等である。 

・「エネルギー・産業機材」の内訳は、裸線、アルミ線、被覆線、電力ケーブル、電力ケーブル付属品・工事、電

線管路材、発泡シート等のプラスチック品、熱電材製品等である。 

・「金属」の内訳は、銅管、銅条等の伸銅品、電解銅箔、形状記憶合金等の銅加工品等である。 

・「軽金属」の内訳は、アルミ板材、アルミ押出材、鋳物等の軽金属品等である。 

・「電装・エレクトロニクス」の内訳は、電池製品、自動車用部品・電線、巻線、ヒートシンク、メモリーディス

ク用アルミ基板、電子部品材料等である。 

・「サービス等」の内訳は、不動産、物流、情報などの各種サービス事業等である。 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月 1日 至 平成17年9月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮して区分

している。 

 

情報通信 

 

(百万円） 

エネルギー 

・産業機材 

（百万円） 

金属 

 

（百万円）

軽金属 

 

(百万円） 

電装・エレク

トロニクス 

（百万円） 

サービス等

 

（百万円）

合計 

 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

 

（百万円）

  売上高          

 （1）外部顧客に 

    対する売上高 
123,299 157,213 97,968 206,053 146,975 8,357 739,867 － 739,867 

 （2）セグメント間   

    の内部売上高 

    又は振替高 

5,679 13,572 2,474 1,277 6,722 23,587 53,312 (53,312) － 

計 128,978 170,786 100,442 207,330 153,697 31,944 793,179 (53,312) 739,867 

 営業費用 160,274 166,971 95,640 195,663 149,040 28,795 796,386 (53,358) 743,028 

  営業利益 又は 

  営業損失（△） 
△31,296 3,814 4,801 11,667 4,656 3,148 △3,206 (△45) △3,161 

 

情報通信 

 

(百万円） 

エネルギー 

・産業機材 

（百万円） 

金属 

 

（百万円）

軽金属 

 

(百万円） 

電装・エレク

トロニクス 

（百万円） 

サービス等

 

（百万円）

合計 

 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

 

（百万円） 

  売上高          

 （1）外部顧客に 

    対する売上高 
64,762 85,743 59,966 104,859 83,296 4,607 403,236 － 403,236 

 （2）セグメント間   

    の内部売上高 

    又は振替高 

1,880 9,032 759 2,849 4,693 11,720 30,936 (30,936) － 

計 66,643 94,775 60,726 107,708 87,990 16,328 434,172 (30,936) 403,236 

 営業費用 65,574 91,987 58,490 101,094 86,244 15,426 418,816 (30,824) 387,992 

  営業利益   1,069 2,788 2,235 6,614 1,745 902 15,355 (111) 15,244 



２．各事業区分の内訳 

・「情報通信」の内訳は、光ファイバ・ケーブル、光関連部品、光ファイバ・ケーブル付属品・工事、ネットワー

ク機器等である。 

・「エネルギー・産業機材」の内訳は、裸線、アルミ線、被覆線、電力ケーブル、電力ケーブル付属品・工事、電

線管路材、発泡シート等のプラスチック品、熱電材製品等である。 

・「金属」の内訳は、銅管、銅条等の伸銅品、電解銅箔、形状記憶合金等の銅加工品等である。 

・「軽金属」の内訳は、アルミ板材、アルミ押出材、鋳物等の軽金属品等である。 

・「電装・エレクトロニクス」の内訳は、電池製品、自動車用部品・電線、巻線、ヒートシンク、メモリーディス

ク用アルミ基板、電子部品材料等である。 

・「サービス等」の内訳は、不動産、物流、情報などの各種サービス事業等である。 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

４．会計処理の方法の変更 

 （当中間連結会計期間） 

  たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当 

  社のたな卸資産のうち、銅等の主要原材料の評価基準及び評価方法を、後入先出法に基づく原価法から総 

    平均法に基づく原価法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連 

    結会計期間の営業費用は、「エネルギー・産業機材」が722百万円、「金属」が75百万円減少し、営業利益

  が同額増加している。 

前連結会計年度（自 平成16年4月 1日 至 平成17年3月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮して区分

している。 

２．各事業区分の内訳 

・「情報通信」の内訳は、光ファイバ・ケーブル、光関連部品、光ファイバ・ケーブル付属品・工事、ネットワー

ク機器等である。 

・「エネルギー・産業機材」の内訳は、裸線、アルミ線、被覆線、電力ケーブル、電力ケーブル付属品・工事、電

線管路材、発泡シート等のプラスチック品、熱電材製品等である。 

・「金属」の内訳は、銅管、銅条等の伸銅品、電解銅箔、形状記憶合金等の銅加工品等である。 

・「軽金属」の内訳は、アルミ板材、アルミ押出材、鋳物等の軽金属品等である。 

・「電装・エレクトロニクス」の内訳は、電池製品、自動車用部品・電線、巻線、ヒートシンク、メモリーディス

ク用アルミ基板、電子部品材料等である。 

・「サ－ビス等」の内訳は、不動産、物流、情報などの各種サービス事業等である。 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

 

情報通信 

 

(百万円） 

エネルギー 

・産業機材 

（百万円） 

金属 

 

（百万円）

軽金属 

 

(百万円） 

電装・エレク

トロニクス 

（百万円） 

サービス等

 

（百万円）

合計 

 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

 

（百万円）

  売上高          

 （1）外部顧客に 

    対する売上高 
112,723 172,581 108,967 214,392 157,834 9,394 775,894 － 775,894

 （2）セグメント間   

    の内部売上高 

    又は振替高 

4,651 16,468 2,076 5,219 7,437 23,334 59,188 (59,188) －

計 117,374 189,049 111,044 219,612 165,272 32,728 835,082 (59,188) 775,894

 営業費用 127,153 185,970 105,006 203,321 159,596 30,291 811,339 (59,182) 752,157

  営業利益 又は 

  営業損失（△） 
△9,778 3,079 6,038 16,291 5,675 2,436 23,742 (6) 23,736



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月 1日 至 平成16年9月30日） 

 （注）１．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

２．北米の区分に属する国は、アメリカ、カナダである。 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月 1日 至 平成17年9月30日） 

 （注）１．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

        ２．北米の区分に属する国は、アメリカ、カナダである。 

  ３．会計処理の方法の変更 

 （当中間連結会計期間） 

  たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当 

  社のたな卸資産のうち、銅等の主要原材料の評価基準及び評価方法を、後入先出法に基づく原価法から総 

    平均法に基づく原価法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連 

    結会計期間の営業費用は、日本が797百万円減少し、営業利益が同額増加している。 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 318,742 22,644 35,148 376,534 － 376,534 

(2）
セグメント間の内部売上

高又は振替高 
10,507 1,693 7,295 19,496 (19,496) － 

計 329,249 24,337 42,444 396,031 (19,496) 376,534 

営業費用 315,193 28,953 40,489 384,636 (19,332) 365,304 

 営業利益又は営業損失(△) 14,056 △4,615 1,954 11,394 (164) 11,229 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 330,935 27,767 44,533 403,236 － 403,236 

(2）
セグメント間の内部売上

高又は振替高 
11,073 1,418 9,119 21,611 (21,611) － 

計 342,008 29,186 53,652 424,847 (21,611) 403,236 

営業費用 325,275 32,633 51,560 409,469 (21,477) 387,992 

 営業利益又は営業損失(△) 16,733 △3,446 2,091 15,378 (134) 15,244 



前連結会計年度（自 平成16年4月 1日 至 平成17年3月31日） 

 （注）１．営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

２．北米の区分に属する国は、アメリカ、カナダである。 

【海外売上高】 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２．前中間連結会計期間において、国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域

別の記載を省略している。 

３．当中間連結会計期間において、国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域

別の記載を省略している。 

４．前連結会計年度において、国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域別の

記載を省略している。 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 656,811 46,663 72,418 775,894 － 775,894 

(2）
セグメント間の内部売上

高又は振替高 
22,107 3,078 15,174 40,360 (40,360) － 

計 678,919 49,741 87,593 816,255 (40,360) 775,894 

営業費用 650,570 57,721 83,748 792,041 (39,883) 752,157 

 営業利益又は営業損失(△) 28,348 △7,979 3,844 24,213 (477) 23,736 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
    至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
  至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
  至 平成17年3月31日） 

海外売上高 
（百万円） 

連結売上高 
（百万円） 

海外売上高の
連結売上高に
占める割合 
（％） 

海外売上高 
（百万円） 

連結売上高 
（百万円） 

海外売上高の
連結売上高に
占める割合 
（％） 

海外売上高 
（百万円） 

連結売上高 
（百万円） 

海外売上高の
連結売上高に
占める割合 
（％） 

87,647 376,534 23.3 103,127 403,236 25.6 184,541 775,894 23.8 



（１株当たり情報） 

（注）1株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

1株当たり純資産額 249.48円

1株当たり中間純利益

金額 
22.88円

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額 
22.88円

1株当たり純資産額 275.32円

1株当たり中間純利益

金額 
     3.90円

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額 
     3.90円

１株当たり純資産額 268.24円

１株当たり当期純利益

金額 
24.11円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
22.59円

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日)

1株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間(当期)純利益（百万円） 14,999 2,630 15,805 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円) 14,999 2,630 15,805 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 655,509 674,029 655,505 

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金

額 
      

 中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

 普通株式増加数（千株） 169 210 44,207 

   （うち劣後株式（千株）） － － 43,994 

   （うち新株予約権（千株）） 169 210 212 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益金額の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権等。これ

らの詳細は、「第４

提出会社の状況、１

株式等の状況、(2）

新株予約権等の状

況」に記載のとおり

である。 

新株予約権等。これ

らの詳細は、「第４

提出会社の状況、１ 

株式等の状況、(2）

新株予約権等の状

況」に記載のとおり

である。 

新株予約権等。これ

らの詳細は、「第４

提出会社の状況、１

株式等の状況、(2）

新株予約権等の状

況」に記載のとおり

である。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

───── 古河スカイ㈱の株式公開について 

当社連結子会社である古河スカイ㈱が平

成17年12月2日に東京証券取引所に上場した

ことに伴い、当社は当社所有の同社株式の

売出しを行い、同社は新株の発行を行っ

た。 

  

 （1） 売出しの概要 

① 売出株式数  普通株式 27,100,000株 

② 売出価格   1株当たり     510.00円 

③ 引受価額   1株当たり     479.40円 

④ 払込金額総額           13,821百万円 

  

 （2） 新株発行の概要 

 ① 募集の方法  ブックビルディングによ

る一般募集 

② 発行新株式数 普通株式 22,100,000株 

③ 発行価格   1株当たり    510.00円 

④ 引受価額   1株当たり    479.40円 

⑤ 払込金額総額           10,594百万円 

⑥ 資本組入額  1株当たり     204.00円 

⑦ 資本組入額総額          4,508百万円 

⑧ 配当起算日           2005年10月1日 

  

以上の結果、当社の古河スカイ㈱に対す

る持株比率は54.19％となり、連結で6,765

百万円の特別利益を計上する予定である。 

  

───── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,772   2,613  4,252   

２．受取手形   16,523   8,666  8,112   

３．売掛金  80,541   93,255   87,355   

４．たな卸資産  39,746   28,346   30,157   

５．短期貸付金   87,592   10,423   12,936   

６．その他  47,133   40,578   48,449   

貸倒引当金  △5,906   △910   △753   

流動資産合計   271,403 44.2  182,974 32.0  190,512 34.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産  
※１ 
※２          

(1）建物  44,600   41,281   41,440   

(2）機械及び装置  38,660   27,998   32,459   

(3）土地  14,847   22,620   10,713   

(4）その他  16,166   10,012   11,281   

有形固定資産合計   114,274   101,912   95,895  

２．無形固定資産   8,728   5,549   6,525  

３．投資その他の資産           

(1）関係会社株式  85,513   90,169   93,872   

(2）投資有価証券 ※５ 110,839   108,885   89,861   

(3）関係会社長期貸
付金  －   75,488   73,878   

(4）その他  26,484   27,274   28,812   

貸倒引当金  △3,265   △20,340   △19,705   

投資その他の資産 
合計   219,572   281,477   266,719  

固定資産合計   342,574 55.8  388,940 68.0  369,140 66.0 

資産合計   613,977 100.0  571,914 100.0  559,652 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   1,849   1,632   1,214   

２．買掛金  65,126   64,611   69,900   

３．短期借入金  70,104   48,645   55,984   

４．コマーシャル・ペ
ーパー  14,000   18,500   5,000   

５．社債  －   12,000   －   

６．預り担保金 ※５ 40,981   11,000   11,000   

７．その他  31,864   31,396   38,426   

流動負債合計   223,925 36.5  187,786 32.8  181,525 32.4 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  90,000   78,000   90,000   

２．長期借入金  126,590   114,479   112,000   

３．退職給付引当金  42,838   40,214   41,765   

４．役員退職慰労 
引当金  812   952   890   

５．繰延税金負債  6,609   7,317   753   

６．その他  2,863   6,006   2,854   

固定負債合計   269,713 43.9  246,971 43.2  248,264 44.4 

負債合計   493,639 80.4  434,757 76.0  429,789 76.8 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   59,233 9.6  69,240 12.1  69,233 12.4 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  11,105   21,111   21,105   

その他資本剰余金  －   0   －   

資本剰余金合計   11,105 1.8  21,111 3.7  21,105 3.8 

Ⅲ 利益剰余金           

  中間（当期）未処
分利益  13,881   5,143   10,810   

利益剰余金合計   13,881 2.3  5,143 0.9  10,810 1.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   36,145 5.9  41,700 7.3  28,751 5.1 

Ⅴ 自己株式   △28 △0.0  △40 △0.0  △38 △0.0 

資本合計   120,338 19.6  137,156 24.0  129,863 23.2 

負債資本合計   613,977 100.0  571,914 100.0  559,652 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   165,423 100.0  172,961 100.0  341,077 100.0 

Ⅱ 売上原価   143,270 86.6  147,668 85.4  296,697 87.0 

売上総利益   22,152 13.4  25,293 14.6  44,380 13.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   23,294 14.1  21,089 12.2  46,268 13.6 

営業利益又は営業損
失（△）   △1,142 △0.7  4,203 2.4  △1,888 △0.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１  5,508 3.3  6,026 3.5  9,057 2.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,973 1.8  3,152 1.8  6,296 1.8 

経常利益   1,393 0.8  7,078 4.1  872 0.3 

Ⅵ 特別利益           

固定資産処分益 ※３ 300   457   11,208   

投資有価証券売却益  26,534   3,522   42,349   

関係会社特別配当金 ※４ －   96   5,437   

その他  166   132   6,460   

特別利益計   27,002 16.4  4,209 2.4  65,456 19.2 

Ⅶ 特別損失           

株式交換損 ※５ 4,924   －   4,924   

固定資産処分損 ※６ 235   441   4,996   

       減損損失 ※７ －   10,244   －   

       たな卸資産処分損   184   151   1,778   

関係会社株式評価損  －   4,023   6,093   

関係会社整理損  1,277   10   1,073   

過年度人件費支給額   －   1,599   －   

事業構造改革費    －   －   4,394   

貸倒引当金繰入額  1,045   666   16,458   

その他  772   153   6,372   

特別損失計   8,439 5.1  17,289 10.0  46,092 13.6 

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失（△） 

  19,955 12.1  △6,002 △3.5  20,236 5.9 

法人税、住民税及び
事業税  1,862   1,189   2,176   

法人税等調整額  4,210 6,073 3.7 △3,126 △1,937 △1.1 7,249 9,425 2.8 

中間(当期)純利益又
は中間純損失（△）   13,881 8.4  △4,065 △2.4  10,810 3.2 

前期繰越利益   －   10,810   －  

合併による抱合株式
消却損   －   1,601   －  

中間(当期)未処分利
益   13,881   5,143   10,810  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的債券 

原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的債券 

同   左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的債券 

同   左 

② 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

② 子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

② 子会社株式及び関連会社株式 

同   左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

③ その他有価証券 

同   左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同   左 

(2）デリバティブ 

同   左 

(3）たな卸資産 

① 銅等の主要原材料 

後入先出法に基づく原価法 

(3）たな卸資産 

総平均法に基づく原価法 

(3）たな卸資産 

① 銅等の主要原材料 

後入先出法に基づく原価法  

② その他のたな卸資産 

総平均法に基づく原価法 

（会計方針の変更） 

 従来、銅等の主要原材料の評価基準及

び評価方法については後入先出法に基づ

く原価法を採用していたが、当中間会計

期間より総平均法に基づく原価法に変更

している。 

 この変更は、近年における銅等の主要

原材料の市場価格変動をたな卸資産の貸

借対照表価額に反映させることにより、

財政状態をより適切に表示するために行

ったものである。 

 この結果、従来と同一の方法によった

場合と比較して、たな卸資産は797百万

円増加し、営業利益及び経常利益は同額

増加し、税引前中間純損失は同額減少し

ている。 

② その他のたな卸資産 

総平均法に基づく原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

① 建物(建物附属設備を除く) 

定額法による。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

① 建物(建物附属設備を除く) 

同   左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

① 建物(建物附属設備を除く) 

同   左 

② 建物(建物附属設備を除く)以外 

定率法による。但し、千葉事業所

素材工場、三重事業所素材工場・

伸銅工場、大阪事業所、日光事業

所は定額法による。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

建物及び構築物 

5 ～ 50 年 

機械装置、車輛運搬具及び工具器

具備品 

2 ～ 12 年 

② 建物(建物附属設備を除く)以外 

 同   左 

② 建物(建物附属設備を除く)以外 

 同   左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

(2）無形固定資産 

定額法による。なお、自社利用のソ

フトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額

法による。 

(2）無形固定資産 

同   左 

(2）無形固定資産 

同   左 

(3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同   左 

(3）長期前払費用 

同   左 

     ――――― 

  

  

     ――――― 

  

  

３．繰延資産の処理方法 

新株発行費 

…支出時に全額費用として処理して

いる。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収の可能性を検討

し、回収不能見込額を計上してい

る。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同   左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同   左 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生している

と認められる額を計上している。 

なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理する。 

(2）退職給付引当金 

同   左 

  

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上している。 

なお、数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費用処理する。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給額

を計上している。 

(3）役員退職慰労引当金 

同   左 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上している。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

５．リース取引の処理方法 

同   左 

５．リース取引の処理方法 

同   左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。な

お、為替予約については振当処理の

要件を満たしているものは振当処理

を採用している。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同   左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同   左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップ 

…借入金 

為替予約 

…外貨建売掛債権、外貨建買入債

務等 

地金先物取引 

…原材料 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左 

  

  

  

  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同   左 

  

  

  

  

  

(3) ヘッジ方針 

借入債務、確定的な売買契約等に対

し、金利変動、為替変動及び原材料

価格変動等のリスクを回避すること

を目的としてヘッジを行っている。 

(3) ヘッジ方針 

同   左 

(3) ヘッジ方針 

  同   左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手

段の相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価して

いる。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜処理を採用している。 

(2）連結納税制度の適用 

当中間会計期間から連結納税制度を

適用している。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

  同   左  

  

(2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

  

(1）消費税等の会計処理方法 

  同   左 

   

(2）連結納税制度の適用 

当期から連結納税制度を適用してい

る。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年10月

31日）を適用している。これにより税引前

中間純損失は10,244百万円増加している。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除している。 

――――― 

前中間会計期間 
（自  平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自  平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

―――――――――――  「関係会社長期貸付金」については、前中間期まで、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示していたが、当中間期末において

資産の総額の100分の5を超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間期末の「関係会社長期貸付金」の金額は、785百万円

である。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円） （百万円） （百万円） 

303,517 259,490 247,248 

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 

 （百万円）

(1）有形固定資産 12,150

 （百万円）

(1）有形固定資産 9,149

 （百万円）

(1）有形固定資産 11,815

長期借入金（１年以内返済予定のもの

を含む）11,640百万円他の担保に供し

ている。 

長期借入金（１年以内返済予定のもの

を含む）10,920百万円他の担保に供し

ている。 

長期借入金（１年以内返済予定のもの

を含む）11,280百万円他の担保に供し

ている。 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

(1）保証債務 (1）保証債務 (1）保証債務 

 （百万円）

保証債務総額 27,210

（うち当社負担額） 25,518

 （百万円）

保証債務総額 24,829

（うち当社負担額） 24,559

 （百万円）

保証債務総額 30,877

（うち当社負担額） 30,097

古河電工不動産㈱(4,593百万円、うち

当社負担分4,593百万円）、ほか28社

における金融機関からの借入金及び従

業員の銀行借入金に対する保証債務額

である。 

古河金属(無錫)有限公司(3,958百万

円、うち当社負担分3,958百万円）、

ほか27社における金融機関からの借入

金及び従業員の銀行借入金に対する保

証債務額である。 

古河電工不動産㈱(5,364百万円、うち

当社負担分5,364百万円）、ほか28社

における金融機関からの借入金及び従

業員の銀行借入金に対する保証債務額

である。 

(2）重畳的債務引受による連帯債務 

（百万円） 

10,750 

平成15年10月に軽金属事業部門を分割

したことに伴い、古河スカイ㈱が承継

した金融機関からの借入金について重

畳的債務引受を行っている。 

      ――――― 

  

  

  

       ――――― 

  

  

  

       ―――――  ４．受取手形裏書譲渡高  ４．受取手形裏書譲渡高 

  （百万円） （百万円） 

  3,459 5,516 

※５．貸付有価証券及び預り担保金 

投資有価証券には、貸付有価証券

52,962百万円が含まれており、その担

保として受け入れた40,981百万円を預

り担保金として表示している。 

※５．貸付有価証券及び預り担保金 

投資有価証券には、貸付有価証券

25,780百万円が含まれており、その担

保として受け入れた11,000百万円を預

り担保金として表示している。 

※５．貸付有価証券及び預り担保金 

投資有価証券には、貸付有価証券

22,276百万円が含まれており、その担

保として受け入れた11,000百万円を預

り担保金として表示している。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

 （百万円）

受取利息 417 

受取配当金 4,625 

 （百万円）

受取利息 304 

受取配当金 5,372 

 （百万円）

受取利息 753 

受取配当金 7,674 

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

 （百万円）

支払利息 1,695 

社債利息 931 

 （百万円）

支払利息 1,608 

社債利息 931 

 （百万円）

支払利息 3,447 

社債利息 1,858 

※３．固定資産処分益の内容は、次

のとおりである。 

※３．固定資産処分益の内容は、次

のとおりである。 

※３．固定資産処分益の内容は、次

のとおりである。 

 （百万円）

土地 297 

その他 3 

計 300 

 （百万円）

建物 214 

土地 198 

その他 45 

計 457 

 （百万円）

土地 7,879 

建物 2,219 

構築物 912 

その他 197 

計 11,208 

      ――――― ※４．当社の100％子会社である 

FEJ HOLDING INC.（会社清算手

続中）が、同社が過年度に納付

した法人税の還付をカナダ税務

当局から受けたことにより、同

社より当社に対し残余財産が分

配されたものである。 

同   左 

※５．米国 CommScope,Inc.のプッ

ト権行使に伴い、同社グループ

が保有するOFS BrightWave,LLC

の持分と当社保有の

CommScope,Inc.株式の交換が成

立した。当社が譲り受けた

OFS BrightWave,LLC持分は、同

社の債務超過の状況等から判断

して零と評価されるため、当社

が譲渡したCommScope,Inc.株式

の取得価額4,924百万円を株式交

換損として計上している。 

 なお、当該プット権の詳細

は、前事業年度の「重要な後発

事象 ２.」に記載している。 

      ―――――  ※５．米国CommScope,Inc.のプット

権行使に伴い、同社グル－プが

保有するOFS BrightWave,LLCの

持分と当社保有の

CommScope,Inc.株式の交換が成

立した。当社が譲り受けた

OFS BrightWave,LLC持分は、同

社の債務超過の状況等から判断

して零と評価されるため、当社

が譲渡したCommScope,Inc.株式

の取得価額4,924百万円を株式交

換損として計上している。 

 なお、当該プット権の詳細 

は、前事業年度の「重要な後発 

事象 １.」に記載している。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

※６．固定資産処分損の内容は、次

のとおりである。 

※６．固定資産処分損の内容は、次の

とおりである。 

※６．固定資産処分損の内容は、次

のとおりである。 

①廃却によるもの ①廃却によるもの ①廃却によるもの 

 （百万円）

建物 15 

機械及び装置 171 

工具器具備品 35 

その他 10 

計 232 

 （百万円）

建物 149 

機械及び装置 161 

工具器具備品 36 

その他 90 

計 438 

 （百万円）

建物 170 

機械及び装置 1,354 

工具器具備品 274 

建設仮勘定 746 

無形固定資産 1,767 

その他 74 

計 4,388 

②売却によるもの ②売却によるもの ②売却によるもの 

 （百万円）

機械及び装置 2 

その他 0 

計 2 

 （百万円）

機械及び装置 3 

計 3 

 （百万円）

建設仮勘定 574 

機械及び装置 28 

その他 5 

計 608 

      ――――― ※７．当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上した。  

 当社は、他の資産又は資産グル

ープのキャッシュ・フローから概

ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す事業部もしくはそれに準

じた単位毎に資産のグルーピング

をしている。また、遊休資産、賃

貸資産については、物件単位毎に

グルーピングしている。  

   光ファイバ事業については、国

内外の市場での需要の低迷および

売値の低下の継続により、同製品

を製造する上記光ファイバ事業に

係る資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として、特別損失に

計上した。 

  

   

場所 用途 種類 
減損損失額

（百万円）

光ファイバ

事業 

(三重県亀山

市及び千葉

県市原市) 

光ファイバ

製造設備 

及び建屋 

機械及び装置 4,015

建物 2,136

その他  664

合計 6,816

三重県亀山

市及び千葉

県市原市 

遊休資産 

及び 

賃貸資産 

建物 2,732

土地 609

機械及び装置 40

その他  46

合計  3,428

      ――――― 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

     なお、当資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを9.1%で割り引いて算定し

ている。 

 遊休資産、賃貸資産について

は、帳簿価額に比較して市場価

格が著しく下落したため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て、特別損失に計上した。 

 なお、遊休資産、賃貸資産の

回収可能価額は主に正味売却価

額により測定しており、建物及

び土地については不動産鑑定評

価額または固定資産税評価額等

により評価し、機械及び装置に

ついては、他への転用、売却が

困難であることから0円としてい

る。  

  

 ８．減価償却実施額  ８．減価償却実施額  ８．減価償却実施額 

 （百万円）

有形固定資産 6,192 

無形固定資産 1,183 

 （百万円）

有形固定資産 4,838 

無形固定資産 831 

 （百万円）

有形固定資産 12,240 

無形固定資産 2,171 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及び装置 1,238 839 399 

工具器具備品 4,005 2,607 1,397 

その他 152 46 105 

合計 5,395 3,493 1,902 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及び装置 864 640 224 

工具器具備品 2,441 1,638 803 

その他 405 67 337 

合計 3,712 2,347 1,365 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 1,068 778 290 

工具器具備品 3,237 2,176 1,061 

その他 259 62 196 

合計 4,565 3,016 1,548 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 （百万円）

１年内 974 

１年超 928 

合計 1,902 

 （百万円）

１年内 605 

１年超 759 

合計 1,365 

 （百万円）

１年内 761 

１年超 787 

合計 1,548 

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料

中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

 (注)    同   左 （注）取得価額相当額及び未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

 （百万円）

支払リース料 749 

減価償却費相当額 749 

 （百万円）

支払リース料 596 

減価償却費相当額 596 

 （百万円）

支払リース料 1,340 

減価償却費相当額 1,340 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。  

４．減価償却費相当額の算定方法 

同   左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年9月30日） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年9月30日） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年3月31日） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

   子会社株式 4,085 百万円 9,308 百万円 5,223 百万円 

   関連会社株式 4,080 百万円 6,646 百万円 2,566 百万円 

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

   子会社株式 4,100 百万円 13,559 百万円 9,458 百万円 

   関連会社株式 4,080 百万円 5,920 百万円 1,839 百万円 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

   子会社株式 4,085 百万円 12,411 百万円 8,326 百万円 

   関連会社株式 4,080 百万円 6,997 百万円 2,916 百万円 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益（純損失△）金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１株当たり純資産額 183.56円 

１株当たり中間純利益金額 21.18円 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 21.17円  

１株当たり純資産額 194.40円 

１株当たり中間純損失金額(△） △6.03円 

１株当たり純資産額 198.10円 

１株当たり当期純利益金額 16.49円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 15.45円 

   潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在するものの１株当た

り中間純損失であるため、記載していない。 

  

 
前中間会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日)

１株当たり中間（当期）純利益（純損失

△）金額  
      

中間（当期）純利益（純損失△）（百万

円） 
13,881 △4,065 10,810 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

（純損失△）（百万円） 
13,881 △4,065 10,810 

期中平均株式数（千株） 655,575 674,029 655,566 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円）  － － － 

普通株式増加数（千株）  169 － 44,207 

（うち劣後株式（千株）） － － 43,994 

（うち新株予約権（千株））  169 － 212 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権等。これら

の詳細は、「第４ 提

出会社の状況、１ 株

式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記

載のとおりである。 

新株予約権等。これら

の詳細は、「第４ 提

出会社の状況、１ 株

式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記

載のとおりである。 

新株予約権等。これら

の詳細は、「第４ 提

出会社の状況、１ 株

式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記

載のとおりである。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

───── 古河スカイ㈱の株式公開について 

当社関係会社である古河スカイ㈱が平成

17年12月2日に東京証券取引所に上場したこ

とに伴い、当社は当社所有の同社株式の売

出しを行い、同社は新株の発行を行った。 

  

 （1） 売出しの概要 

① 売出株式数  普通株式 27,100,000株 

② 売出価格   1株当たり     510.00円 

③ 引受価額   1株当たり     479.40円 

④ 払込金額総額           13,821百万円 

  

 （2） 新株発行の概要 

 ① 募集の方法  ブックビルディングによ

る一般募集 

② 発行新株式数 普通株式 22,100,000株 

③ 発行価格   1株当たり    510.00円 

④ 引受価額   1株当たり    479.40円 

⑤ 払込金額総額           10,594百万円 

⑥ 資本組入額  1株当たり     204.00円 

⑦ 資本組入額増額          4,508百万円 

⑧ 配当起算日           2005年10月1日 

  

以上の結果、当社の古河スカイ㈱に対す

る持株比率は54.19％となり、単独で5,186

百万円の特別利益を計上する予定である。 

  

───── 



(2）【その他】 

 該当事項はない。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日からこの半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第183期）（自 平成16年4月 1日 至 平成17年3月31日） 

平成17年６月29日 

関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

    平成16年6月29日関東財務局長に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書である。 

平成17年５月11日 

関東財務局長に提出 

(3) 半期報告書の訂正報告書 

平成16年12月22日関東財務局長に提出した半期報告書に係る訂正報告書である。 

平成17年５月11日 

関東財務局長に提出 

(4) 半期報告書の訂正報告書 

    平成16年12月22日関東財務局長に提出した半期報告書に係る訂正報告書である。 

平成17年５月19日 

関東財務局長に提出 

(5) 訂正発行登録書 

平成17年５月11日 

平成17年５月19日 

平成17年６月29日 

関東財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はない。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 

取締役社長  石 原 廣 司 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河電気工業株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、古河電気工業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報（注）１」に記載されているとおり、会社は事業の種類別セグメント情報の事業

区分方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 

取締役社長 石 原 廣 司  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河電気工業株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、古河電気工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 
  
追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（１）③に記載されているとおり、会社は、たな卸資産の評価方法を

変更している。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間より、

「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連

結財務諸表を作成している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である古河スカイ株式会社が平成１７年１２月２日に東京証券取引所に

上場したことに伴い、会社は同社株式の売出しを行い、同社は新株の発行を行った。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２２日

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 

取締役社長  石 原 廣 司 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河電気工業株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１８３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、古河電

気工業株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 櫻 井 資 悦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 

取締役社長 石 原 廣 司  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている古河電気工業株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１８４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、古河電

気工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項１（３）に記載されているとおり、会社は、たな卸資産の評価方法を変更し

ている。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作

成している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、関係会社である古河スカイ株式会社が平成１７年１２月２日に東京証券取引所に上

場したことに伴い、会社は同社株式の売出しを行った。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 
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